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1. 高等学校問題 の所在と
高校教育立地研究の結びつき
新制高等学校が発足してから満10年を迎えようとしている。昭和22年3月31
日会布の学校教育法によって，戦後の学制改革の一環としてお年4f:I 1日から
誕生しているからである。
新持Jj高等学校創設のねらいは，いうまでもな〈教育の機会均等の理念にした
がって，高等学校を中等教育のjニ級段階として位置づけ， 一般大衆にまで開放
しようとするところにあったことはあらためて論ずるまでもないところであ
る。戦傷の痛手から未だ立上りえず世情混乱の中にあって，このような理念を
実現するためには3 次のような問題と取組まさfるをえなかった。
(1) 男女共学術lの実施
(紛総合制採用
(3) 学区の設定
制定時制の設置
(5) 学校の均等化
その後これらの問題がどのように発展し，どのような傾向を示してきている
かはv いろいろの立場からさまざまに論じられている。 (注1)どれ一つをJ{~
出しても大きな問題であることはもちろん，未解決のまま放置されている前面
も多いのである。しかし，これらの悲底をなす根本問題が，一教育の機会均等
を実現させるためにはどうしたらよいかーという問題であることはいう‘までも
ない。一口に教育の機会均等といっても，それにはいろいろの意味があると思
われる。新制度発足当初から第一に取上げられた男女共学術jはr 男女の性別に
よる差別減廃に大きな目標があったであろうし，学区の設定は，経済的な条件
に衆縛されないで教育を受ける機会を与えるとし、う使命をもってl、たと思われ
る。総合制の採周は希望する課程を手近かに求められるという機会均等の理念、
のあらわれであり，学校差の解消も，はたまた働く青少年に高校教育の機会を
与えたことも，すべて教育の機会均等としづ意味が大きく作用していたと考え
られる。
こうした諸問題を解決するために最も大切なと之は・現実において教育の機
会がどれだけ均等化されているかを客観的にみるということである。そういラ
現実につき当って，高等学校教育の失態や基本的な問題点を捉えた上で，はじ
めて問題の本質をうきぼりにすることができるわけである。
われわれが数年来取組んできた高等学校教育立地の研究は，そのような現笑
を捉えるためのモデルケースであった。われわれは高等学校問題を考える一つ
の手がかりとして，高校卒業生の質，量両面にわたる調査を行うとともに，そ
れらの発展ーしたがたちで高等学校教育立地に関する研究を行ってきた。高等学‘
校の生徒収容規模や教育編成のあり方を規制すると考えられる産業的r 社会的
事情を，具体的に一定地域において考えてみようとしたからである。それらの
しごとはいろいろの機会に葱本的な観点からいくつかの分野に分けて発表する
ことができた。 (往2)
しかし，われわれの求めたものは，区分けされた個々の問題ではなかった。
それらを総合した，高校中心の総合的教育編成を試みることにあったことはい
うまでもな1_，、。
今日の高校問題のうち，世人の注目を集めているものに，学校や課程思置の
問題がある。高等学校教育編成の坦想達成の具体化がここに集約されていると
みられるからであって，生々しい現実の姿をここにみることができる。そうし
た教育編成よの問題は，それぞれの学校や課程を現に成り立たせている社会的
事情や産業的事d清を背景にもち，それらと密接につながり規制されているので
あって，そのような事情を明らかにしなくては解決点を見出すことがむつかし
い。学校や課起がどんな教育地区のうえにたって，どういう性格と役割をはた
していかなければならなし、かということなしには，現実性をもつことができな
いからである。
県-立巻高等学校，巻農業高等学校のおかれている西蒲原地区が研究対象地院
として選ばれたのは，このような事情からである。そしてこの地区でいろいろ
の高等学校問題を究明し，その解決に資する一連の解答をえがいてみようとい 白
うわけである。すでにこれまでのべてきたように，幾多の高等学校問題の中か
ら，高等学校を中心、とした地区の教育編成を，好ましい形にするとしたならば
どうなるのか，ということが結論になるわけであるが，それには，高校段階年
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令青少年の広い基盤からの考察を必要とする。と同時に，現に行われている普
通課程中心の学区の問題がからんでくるし，教育の機会均等の観点から学校や
諜程の配置令みれば，警涯課程と職業課程のパラゾスの問題， 生徒収容の問
題，定時制配置の状況，動労青少年のめのた教育施設等，すべてがその上にの
ぼらざるをえない。それらをできるだけ客観的に資料をとおして検討する之と
もに，具体的な結論に導またいと念願するものである。
(注 1) ・ 中等教育における諸制度の~J'，I査報令昭27 . .5文部行中等教育課
・ 学区 1JlIJに関するID.~資報作 1百27.9文部 省
・高等学校総{¥-'IiUについての検討 昭28.7 ~t潟道立教研紀要 7坊の 1
・北海道における教育開設定に関する研究 /f " 7吟の2
・共'下問題一笑怒とその考察 lI:l31.1 0 徳、お県立教研
• ~(ij ヰL県高等~f:枝川女学'liUの 'J.!1l長と問題点 l用32.3 ~均玉教県紀要21í長
・ 114等学校にt~1する調査く1. D _.，+区および学校.課程配置に関する翻
笠 32. :'3 樹立教育研究所紀~第8~
〈注2) ・学校と験場のむつびつき 1百50.3 研究紀要第10集
・高等学校職業線程定員計TI!ii樹立のための訴礎研究k昭 29.3 
・高等学校の現状分析 }県教育庁産業教育総合
・新潟県産業の分析 J ili面作成専門委員会
・県内事業所における従業以の学歴構成 H百30.3 教育月報3月号
・義務教育終了後の背少年の生活事桁と教育事前 昭32.:'3紀要第13~民
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2， 西蒲原地区K.~...，け る高等学校bよび
課程の配置状況と地区の概観
高等学校教育立地研究の研究協力校として選iまれた県立巻高等学校，および
3農業高等学校は，西荷原郡内町村を通学区域の母体としている。新潟県にお
ける学区制は，昭和25年，新潟県教育委員会規則第12 ~チによって規定された
く新潟系企立問等学校の通学区域に関する規則>によって，新制度・理念への出
発をみたのであるが，その後町村合併その他で何回か改lEされてきている。し
かし，将通課程中心の小学区制は未だに維持されている。これからの記述は，
全日制普通課程巻高等学校の小学区を対象とした地域をrl1心にすえて進めてい
くが，資料との関係で，昭和初年2月15日現在で公布された通学区域を現実の
手がかりとしていくことを了解ねがいたい。すなわち，新潟県教育委員会規則
第 1号の通学区域に関する規則によれば，巻高等学校学区a次のようになって
いる。
0 ・巻高校 く普通稼程〉学区
・巻間有学区 く共通学区でない地域をこのように仮称する〉
西tìlirl，~郡
赤塚村，間i婿i村.治安村，弥彦村，古関1IJ(旧米納r1!村，察当:'.ft村合併)， 
不Ii納村.巻町、 CIfJ談1M、J.降i湖村，浦浜村.松野馬村.fIJ岡村合併)，鎧郷
キ寸， '6'殿町，ヲi潟村，斗1野小屋トL四ツ合村.大lJi村
・1i:.-mi!同共通
商泌~î~郡内野PJr
-巻，新潟，三条共通
IJ滞原郡白線l札小林村，淡曽根村
・巻，三条共通
西i'lijJl君I)1潟村
商品官隊部 分7K回Tく旧地球'笠岡T.島上村合併). 1~1之口村 ~I日道上村. 小吉村
合併、
. :'oi，酋越，与板共通
三島郡大和~n:村，桐島村，島出村，寺泊町
・巻，二三条，与板.長岡共通
南部応部中之島村
なお，巻農業高等学校学区は，当時，西楠原郡内全域，燕市，および三島郡
- 4 -
桐島村，島田村，大河浄村，寺泊町を固有学区としており，巻高校被服課程の
学区は普通課程学区と大体一政していたが，昭和31年11月初日，新潟県教育委
員会規則第8号の通学区域に関する規則によってr 職業課程が全県一学区に改
正されていることと，定時制にt工学区が設けてないことを了承ねがいたい。
巻高校(普通評語〉学区を単位として町村別に図示し，学区内にある高等学
校や課程阻霊をみると 1.1図のようになる。
1.1図 この図から
もわかるよう
に，巻高校普
通課程50年の
歴史をはぐく
んんだのは西
鞘原郡内各町
村 く図の固有
新キ毒殺
制足分4史 学区内は全部
巻高校 く普通課程〉学区内!日町村別と
学校・課程阻置図
入る〉であっ
て，この社会
自分，産業的背
景を見逃すわ
けにはいかな
し、。
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者人員の比率
を第1次産業率の高い順に示したものであるが，農業地帯の特色をいかんなく
発揮しーているといえよう 。これを郡全体からみても 1次産業率が70%に近く ，
穀倉地帯の名に恥じない笑態である。
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1.1表 西蒲原郡内町村の産業別 14才以上就業者の比率
順| 田了 キサ 1次産業率 I 2次産業務 I 3次産業翠 |総 数|
1 升 i鳥 ホI 92.8 2.0 5.~ 1，543 
2 四 ワ合村 91.6 1.9 6.5 2，841 
3 大 原 村 90.6 1.8 7，8 1，570 
4 松 長 村 88.9 3.3 7.8 1，282 
5 道 上 村 1J7.7 2.7 9.6 1，840 
6 国 上 村 87.3 5.4 7.3 3，428 
7 中野小屋村 87.0 8.0 7.0 2，771 
7 鎧 郷 村 87.0 .1，.3 X.7 2，292 
8 米納涼村 8if.9 8.8 8.3 2，095 
9 松野尾村 88.6 8.1 B.l， 1.325 
10 島 上 村 82.7 9.1 8，:2 2，194 
11 岩 室 村 82.5 4，5 13，0 3，207 
12 栗生 津 村 82.1 8.7 11.2 1，501 
13 峰 附 村 81.7 7.1 11.2 2，679 
14 談 1 村 81.0 8.2 12.8 2，680 
15 吉 村 80..1， 7.6 12.0 1，ラ23
16 赤 塚 本I 78.7 7.7 13.8 2，773 
17 味 二万f 村 77み 8.4 13.2 3，102 
18 和 納 村 73.3 9.7 17.0 2，079 
19 間 漁 村 70.2 11.8 18.0 905 
20 黒 自奇 村 88.9 11.8 19.3 6，396 
21 号訴 彦 ヰサ 67.1 12.8 20.1 4，042 
22 月 i鶏 ヰミJ 68.9 13.9 19.2 2，101 
23 浦 浜 村 62.7 9.7 27.8 381 
24 角 同 キす 61.8 IJ.O 32.7 2，147 
2ラ 曽 1長 町 .I，U 18.0 37.8 2，448 
26 内 野 町 40.9 21.6 37.6 4，048 
27 τロ』 回 町 37 . 1， 23.1 39.5 4，056 ， 
28 巻 町 30.2 21.8 48.5 4.600 
29 地蔵主主町 .1，.0 85.J， 80.8 1，750 
一一~T- 一一一一西 蒲原郡 75，雪99
新 潟 / / 
全 // 
に討ミ) 11括和125~年I亙|勢調査資料による。
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1.2図は，都内各町村の実態を1次産業就業者率分布で‘表わしてあるが，岡]・
部を除けばすべての村が1次産業に依存していることになれ 熊業形熊からみ
1.2図 西蒲原郡内町村の1次産業14才以上就業者率分布
1次産業率
仁コ 30%以下
Eヨー.-30 -40 
Eヨ----40 -50 
~ 一一一 60 -70 
匝盟 γー 70-80 
盛麹一一 80- 90 
園田 --90 以上
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主||叩['001 1 i 11. 1 ~ ， I~~ ~._..~~-J-~~-~-j~~----l--5_ξzL~.~t-~--~-~.~ 
io1145111iJiz 什 1~
i m 
る。これらの関係
は，農家の経営面積
及び専業農家の占め
る比重からみても，
概ね符合しているこ
とが明らかで;!oっ
て，生産水準の高い
西浦原郡，中蒲原郡
は，ー農家当経営面
積は1.5町以上とな
っており，北蒲原郡
市精原郡もついで高
い水準にある。またこれら越後平野の中心地帯は専業農家の最も多い地区をな
しており，農業手段構成においても高いことが知られる。 (1.4図参照〕
このような地域社会を教育人口の基盤として，巻高校，巻農業高校が成り立
っていることを念頭において，次の問題に移ることにする。
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3. 高校生徒の収容状況よりみた
学校課程配l買の問題
まず西蒲原地区における巻高校および巻農業高校か，学区内の進学者をどの
程度に収容しているかを明らかにしてみたい。 1.5図は，巻高校詐通課程学区
内(以下巻学区と称する〉の中学佼家業生が，どのよのように進学している
か，そして高等学校ではどのように収容しているかをくらべて，その問に:;.r，均
衡がみられないかどうかを検討してみたものである。図の内円は，昭和28年度
学区内卒業生の動向を示したものであれ外円は国有学区内にある高等乍校，
のこれら中学校本業者の収容状、況を示している。
1.5図 巻学区中学校本業生のJ収容状況
この図のうち男子をみると，卒業生2，057;s中就職者が1，200名 (58.3%)， 
進学者が邸7名 (41.7%)あり，内円はそのパーセントを示しているが，職業
課程進学者275名のうち，学!実外への進学者18名が目立った存在となってい
(注〉昭和28年度巾学校卒業生主主とs 昭和29年度高等学校入学許可者数との比較を
ボす。
。?の土学区内の中学校卒業生数の合計を10Dとする。
。i勾円は学区内中学校卒業生の巡路状況をあらわず。
1洗車~~長詠l程 1降普通採卵 定一定時伽j 就職一自家業，その他を
含む。宅t!.し，就職して進学してレる滑を合まない。
。内円の R惑は学区外進学者数を示している。
，O外内t:t.高校入学:1"f百崩御，問有学区内にある学校，課程分を 日 で示す。
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る。外円をみる之・職業課程では国布学区(共通学区也ふくまない巻高校学
区〉内にある職業課程，すtなわち巻農業高校農業課程に進学した者が116;t 
(5.β%)しかなかったこと女示している。学区外進学者は内円の斜線がそれ
を示しているから?共通学区への進学者は158名ー 18名=41名となる。また普
通課程では326名の進学者のうち，学区外入学(合法的ないわゆるもぐり入学
者〉が14名あって， 236名が巻高校普通課程へ入学したことがわかる。
女子についても同様の見方をナるわけであるが，進学芸容が21.3%(43名〕
と男下の約半数しかないことが注目される。男女をあわせると，進学率は31.4
Zとなり， 68.6%が就職していることになる。
(1) 普通課程生徒収容の問題
巻学区t工会日制普通課程について設けられているのであるから g 全日制普通
課程に進学した男女合計584名.はすべて学区内〈共通学lぎ合む)普通課程高
校へ進学していなければならないはずであるコところが巻高校へ入学したのは
450名(外円〉で，共通学区普通課程への進学者(134名-19名)=115名手ド除
いた19名がいわゆる合法的もぐり入学者で、あって・学区外入学脅している者の
笑数である。これだけみたのではp 現状では巻高校および，新潟，ご条，西越
各高校〈共通学区内の普通課程高校-P4参照〕によってr この学区の中学校
卒業生の13.6%が，ともかく，いわゆる高等普通教育の機会に接しているとい
1.'2表 巻高校(普通課程〉受験者，入学者許可者の推移
。
区分 声J明ιL 験 手号 入学許可者 入学豹可率
年皮1J1j 。 5号 |女| 男 |女| l?- 男|女|計
26 305 
ヤーf-fμ14fマー 一一 一ー一一一一一ーー ー
27 295 2111 506 2771 2071 4841 99.9， 98.1' 95.71 
一一
28 3ラ5 2251 580 2821 1851 4671 79.1/ 82.91 80.5 
一 一 一--ー 「一一一一一
29 
269041222146 484230212 
442 88.4 94.81 91.$. 
一 一 一 ミ出30 5101 25~ 188 43E 31 3151 209 ラ241 2631 167 430 32 278: 2151 4931 2301 194 424 
- 10ー
うことになる。それが普通課程へ進学したいと思っている青少年全部に対して
その機会を与えているか否かは別問題である。
試みに，昭和26年度以降の受験者数と入学許可者数を，この学区の中心的存
在である巻高校について比較してみると，1.2表のように，やはり相当の差が
あるのである。すなわち，最近におけるこの学l廷の巻高校普通課程進学希望青
少年の85%前後の者に対してのみ，その要求を充たしている現状である。
ω 職業課程生徒収容の問題
ところが職業課程については事情が全く異っている。現鹿職業課程には学区
が設けられていないので，進学を希望する者は自由にどの学校でも選択できる
わけである。しかし教育の機会均等という見地からすればF それぞれの地域の
学校が，いわゆる普道教育についてだけでなく.職業教育についてもそれぞれ
の地域の要請に応ずる課程をもってそれぞれの課程進学者を受入れる態勢にあ
ることが望ましいと考えられる。 こういう視点からみると現状は果してどうな
ヮているであろうか。
1.5図に示してあるように，この学区内の中学校卒業生のうち職業課程に進
学したものは総数の8.4%， 380名であるがれ総合制巻高校には男チのための職
業課程がなく被服課程があるだけであり s 巻農業高校とともに西蒲原地区の唯
二つの職業課程であって， 1.5図〈男女〉の外円182名は両課程の収容状況を示
している。そしてこの学区内の職業課程進学者のう， 3分の1にあたる138名
が普通課程学区外の新潟，三条等へ進学しているのである。そこ?でこれら学区
外職業課程進学者の進学先をみてみると 1.3表のようになる。
ここで注目すべきことは， 138名のうち男子84名，女子18名計123名が巻固有
学区，すなわち巻を中心とした西蒲原地区から主として新潟p 三条へ通学して
いることであって，学区内に満ずこされない職業課程志望者が，現実にこれだけ
他学択で満たされていることになる。
次にこの学区のそれら入学者以外に，受験したが入学て'きなかった者との関
係をみてみると，昭和28年度に男子72.8%，女子82.6%の入学許可率が，昭和
31年度にはそれぞれ58.4%，72%と低下していることがわかる。総体的に受験
者の数が増加しているにもかかわらず入学許可率が低下したということは，こ
- 1 ー
1.3表 他学区進学者と受験者の内訳
く ) IJ，数ヤは女子の益支をしめす
t~ 
;I:目:
寸卜長高fzlヨミλ13司千二百
の学区における主として商，.L業課程に対する要望が高まっている事実を示す
とともに，現突にはその要望に応ずることがます主す閃鰍なことを物語ってい
る。このことは，当然課程配置の庶題に1.}(';係してくることで為って，この地域
の青少年が要求する職業課程が，この地域の高等学校に設置されていない事実
と関連づけて考えてみなければならない。
試みに，この学区から新潟，三条への通学状況を，巻高校，巻農業高校への
等時間圏図と比較してみることにする。 1.6図で巻への通学は西蒲原郡内では
赤塚，浦浜，弥彦，匡上，島上，小吉を除けば，何れも片道60分以内の透学距
離を示しており，学医全体では-次簡が10か村， I三次闘が 5か村となってい
る。(詳しくは記要第13集P缶参照〉
第1.4表は巻学区外務工課程への町村通学者数と等時間闘を，新商，新工，三
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条実業三校について，昭和初年12
月に調査したものである。当時は
職業課程にも課程に応じた学区制
が設けられていたが，学区制の徹
図された現在で、も，通学状況には
余り変化のないことが予想さ九るo
これからみると，西蒲原郡内でも
職業課程の聞置かみて通学」ニ有利
でない町村のあることがわかる。
二次聞は通学め上限とみてもよか
ろうが，三次園にいたっては通学
上の物心両面の負担は・はかり知れ
ないものがあると予想される。し
かしそれらを乗り越えても笑僚に
通学しているので為るから，これ
らの者にも通学の使があるという
ことになる，すねわち，越後線，
菰彦線，新潟電鉄等によって新潟，
三条への通学の便を得，さらに学
校所布地あるいは鉄道沿線に寄寓
1.6図 巻学区等時間圏図
ーーーーー 一ー衣図 (60令.iI<..，持〕
品出泌必縦二次趨 (6 0ータ011ぅ
~ーー一 三次週 (ヲ0分以土)
( ) 内数字J~通学者戦
しうる親戚や知人をもっているとか，下宿するに足る経済的余裕をもっている
とかいった恵まれた者たちで-あろう。
主ころが反商から考えると，職業課程へ進学したいという希望をもっていな
がら，このような諸条件に恵主れないために進学の希・望安断念し，現在おかれ
ている境遇に順応してそれによって将来の進路をも決定しなければならないと
いう不遇な者も，かなりあるのでないかと想像されるのでらる。
1:5表は昭和31年8月，巻高校在学普通，被服両課程生徒全員を対象主して
実施した教育事情調査の中のー古1Iであるが，高校進学のさい，どんな課程に学
びたいと思ったかを，通学事情や自分の能力に関係なく希望した課程をきいた
結果で為る。 く紀要第13集，高校生徒の教育若手情参照〉
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1.4表 学区外商，工課程への|町村別遜学者数と等時間圏
¥悶¥ 区 新渇商業 I新渇工業 完祭実業叶1 
町村万l¥¥¥¥分 通学生I等時間図通学生I等時間閤通学生I等時間
野 | 9 ll次 I ~ ! ~次塚 6 I 1 1 I 5 I 1 1/ 一 一
小JI 野小潟1級:~ I 一1 I 1一1/ 1 I 1 1/ I - I -
曽 ~ 1: 1 -; 1 2~ 一一
松 聖手
見キ凶f 
一 1 1 1 
角 2 2 1
霊凶員
ツ 5 1. " 2 2 " 、郷l ~ i ~ 1 2 1 一巻 8 .' 1 " 6 立" -・ 一
降
i| 
1. I 2 /f 2 2 /f 
漆普大
1 3 1/ 
.ー
一 8 I 2 1/ 
府l
詰 l 
3 l 2 " 一
間古 一一 4 2 1/ 34 1次米 納 一 一 7 2 1~ 生 一 一 一 8 1 1/ 
弥国
上彦'敢
. 一 一 4 2 !I 
3 2 " 15 
造地偽
蔵 一 1 S 1/ 19 1 " ヒ 一 一 一 13 2 1 上 1 2 1/ 一 3 
松月
4 1. " 一 一 8 1 " 
長泊tI1 
1 立 " 一 2 2 " 一 5 1 1/ 
大」子 3 " 10 2 1/ 
河 2 3η 9 2 1/ 
桐島 島田 '一 一 6 2 /f 1 3 " 1 2 1 
これは素朴な形における生徒の意志表示ではあるが，現に普通課程に学んで
おりながら商，工課程を念頭におき，職業課程への希望を抱えたものがいかに
多数いたかを物語っている。これ等生徒は主として昭和29年3月の中学校卒業
者であるから，1.3表にみられた他学区受験者と同様に商，ヱ課程を夢みた〈
とのある生徒であって，通学条件に恋まれなかったか，あるいは能力からみて
入学難を予想して断念したか，何れかであろう。
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1.5表 「ド学校終了時における志望5制註と現有:における進路予測
巻高校生418名について く 〉内は被服課程生徒
よ手予定 男 女 ニd乙
進宇!制ll¥1家家境是正I未定I計 進学 la話tJjif(I家家業事 I未定 I百十
合計
普差商是 i業E 
64 47 3 21 116 50(.2) 72 (8)! 11 (1) 7 :40 256(11) 
T 2 3 ー 一 (2) 一 535(24) ) 13 25 1 1 40 1 9 (4) 2 3 15 
6 212 9 一 コ司、コー 35 コ 15 ー 一 15 
工主 化築 一 2 ー 一 2 、3 4 ー 2 1 3 7 
言葉七木 2 5 一 2 YI - 9 
計 12 50 3 65 2 1 5 68 
71< 産 2 21 - 2 
一 1(3) ヨ(16) 5 (<) (1) 9 193 {291 1 J 。 ラ 2 ?ー 12 
庭保育 3 9 (2) 12 12 (2) 
計 1 7 17 7 ? 33 34 
bロ‘ 言十 90 127 41 61 227 与8(5)11附内12~ 13(1)1 191 州 5)
このようにみてくると，職業課程配置の不均衡ということが，西蒲原地区青
少年に対して，教育の機会均等をゆがめているということにないはしないだろ
うか。しかし，職業課程については学区の規定がすでになくなっているのであ
るから，どこでも希望する学校を選択てeきる。だから教育の機会は決して不均
.等になっていないとの反論もなり立つわけである。だからといってこれまでみ
てきたような事実は，現突は決してそうし、う状態になっていないということを
明らかに示している。といっても職業課程に学問制をもうけた方がよいなどと
い5ことを主張しようとするもので、はない。
普通課程については通学の便を考慮して学区制をとっているのであるなら，
職業課程についてもなんらかの意味において通学の便が考慮されていなければ
ならないのでないかというこ2こである。職業課得が都市に集中していることは
歴史的な事実であって， 本県の課程閤置もその例にもれないようである。これ
は都市および去の周辺地域の恵まれた境遇にあるものにより多く門戸が開放さ
れているということで為って，農村地域に住む恵まれない青少年は3 職業課程
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への進学という点については逆境におかれているといってよいであろう。とう
した不遇江Jf少年に対しても教育の慢会を均等に与えうゐような，士見実的，具
体的なJ者置が講せ'られることがないならば現実の事態に同をおう結果となり，
これまでの施策は観念的のそしりをまねかれないことになるのであるまいか。
しかし，この改善策としては，必ずしも，実際に職業課程ーー特に商，工業
に関する課程一ーを農村地域に新たに設置しなければならないということでは
ない。現在都市地域に偏在している商，工業に関する課程の門戸が，農村地域
に居イキしている背少年に対しても容易に聞かれ得るような，王見笑的，具体的な
施策が諦ぜられる必要があるということである。すでにみてき・たように， ~罪者
原地区の農村に居住している青少年の相当数のものが，務，エ課程に進学して
おり，もし通学のための諸条件が整備されるならば，さらに多くの青少年が進
学するので・々かろうか。とすれば，従来一部で考えられているような，農村地
域には農業課程を設けておきさえすればよいというような考え方では，急激な
進展をみせている産業界の要請と，それに呼応しようとする農村地域の青少年
の教育的要請を充たしてやることはできないであろう。またt仕上で論じられて
いる二三男対策からいっても，そういう考え方は首下jし得ないのであっそ，こ
こに商事~原地医中学校卒業者の， 課程jjlj進学志望にこたえるための用意を強く
意識し，具体策を講ずる必要があろう内
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4.中学校卒業者の進学状況からみた
学校課程配置の問題
これまでのべたことで，西蒲原地区における教育の機会均等が，高等学校の
収容状祝からみてどのように果されているかを概括的に知ることができたので
あるが，これを供給側である中学校卒業者の進学状況からみたらどうなるので
あろう。
巻学区は由来県下でも進学率の極めて低い学区であるが，これは巻学区と地
理的産業的条件の似かよった務原平野地帯に共通した問題であって，高校教育
の機会という観点からは，恵まれない山間地一一魚沼，頚城等一ー とくらべて
も総体的には〈定時制を含める〉低い結果となっている。このように進学率
の低い実態をさらに詳細にさぐるために，旧町村単位で進学率をみてみると
1.6表，および1.7図のごとくになる。これらによると，進学率全定合わぜて20
Z以下の学校が 6校 (26~) ， 20~30~が10校.c43~) の多きに達している。
このように進学率の低い広い地域の中に， 40以上のかなり進学率の高い町が吉
岡，巻とみられるが，とれ之ても本県の進学率平均より低くなっている。最低
が升-潟中学校の11.8~で， 最高との聞きが23.5~に及んでいる。これを全日命u
だけについてみると ， 本県平均を〔昭和28年度31 .8~) 上回る学授は 2か校に
過ぎないことになり，定時制にいたっては (13.3~が県平均) 1校も存在しな
いといった状態である。
さらにこれを男女別にみると問題はさらに深刻ならざるをえない。すなわち
女子の進学率が男了にくらべて全日制で10.7~，定時制で5.6~も低く，企定合
わせると18.5~の差となりこれは大変な差といわねばなるまい。男女という性
別によって教育の機会を得るということにも差異があるということであって，
ζれも注目しなければならないことでゐる。
次に職業課稜進学状況を検討してみることUこする。全日制では金進学者1883
名中618名 (31.15わが職業辞選進学者で， 普通課程68.8~の 2分の 1 に満7こな
い。定時制にいたっては16.4~之問題にならないが， これは職業課程といって
も黒崎分校に農業課程がおかれているにすぎない当然の結果といわれよう。こ
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第1.6表 ' 西蒲原地区旧町村別中学校の進学率
昭和27.28.29年度 3か年合計
¥き 全 日 制l 定 時 f告Ij 合計男 女 男 女 言十
巻 3912 37.0 88SO 2.9 1.4 12.2 40.4 
和 納 tf9.0 112.9 28.8 0.7 。 0.4- 27.2 
峰 |可 38.0 28.0 30.8 4.8 6.6 12.8 3.1.6 
漆 11 1504 5.5 10.4 4.1 0.4 包‘Z 12.6 
浜 松 124.5 20.4 28‘B 1.5 0.6 1.0 24.2 
岩赤曲
~怠. 30.6 17.8 24.1 1.7 1.1 1.4 25.5 
郷 宮9.2 18.4 28.5 1912 4.7 1.1.5 34.6 
塚 127.12 9.9 18.4 5.0 0.5 2.7 21.1 
四 ヅ 」ロh Mo4 5.5 15.5 15.0 2.5 9.9 25.5 
間 ?瀬 19，0 20.8 19.7 12.9 1.8 B‘B 21.9 
号都 上彦- 30、4 19.1 24.8 11.2 2.4 6.8 31.6 
国 26.2 8，2 17.6 4.4 '2.7 8.6 21.2 
地 蔵丘住 堂 32.5 '25.1 '28.8 5.7 0.6 8.2 32.0 粟 t者 25.3 1.9.1 22.3 11.4 。 IJ.O 28.3 
吉 国 89.4 31.5 35.5 12.0 6.0 8 . 9 44.4 
米 納 津 29.2 9.}， 18.8 6.2 1.6 3.8 22.5 
浦 浜 22.7 160 19.1 1.4 。 0.8 19.7 
升 潟 13.7 2.5 8.8 6.8 。 .1.6 11.9 
中内野小野屋 21.6 7.5 11，..3 11.1 。 5.4 19.7 27.7 17.5 22.4 9，2 4.9 7.0 29.4 
天 ， 神 213 101 15.8 5.9 3.7 4.9 18.2 
官 8.2 112 9，9 15.5 1.7 8:0 17.9 
月 潟 19.6 8.1 18.4 13.5 0.6 6.5 19.9 
dEb2 h 言十 17.4 22.8 7.9 2.1 5.0 27.8 
れらの関係を町村別に類型化したのが1.8図である。進学者企数を1005むとし
たとき，全日制普通課程進学率50.%以上の類型〈第IV類型)，全日制普通課
程，職業課程とも50%以下であるが，それぞれの特色をもつもの〈第H，第E
類型)，全日制職業課程進学率50%以上の学佼〈第1類型でこれに入る学授は
ない〉の4類型に分けて三角図表Eこ位置づけてみた。職業課程進学率の高いの
は，米勅津，岩室，吉田，赤塚，浜松，囚ツ合，峰両}天神，月潟などくいず
れも30%以上〉で，このうち，吉田，赤塚を除けば，商，工課程への進学が高
いのではなく，地元巻農および被服課程への進学率の高い結果であって，ここ
tこも商，工課程の地域的偏在はやはり残された問題となるのである。
定時制進学については1.6表で概観される通り進学率11.5%の曾郷中をピ戸グ
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t.7図 巻高等学校学区内西蒲原郡l日町村別
進f字率分布と男女別・全定別の;i，GJ合
えε告制(-!r予)ー ・._.，.，_
政~r . \... 会自体1 ~~手}
会百判{セ干)・ー怒~.j
¥…・ :t吟削(芳子〉
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1.8図 進学者の町村別類型
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に， 9.9%の四ツ合中， 8.9%の吉田中と続いている。定時制配置は1.1凶でみた
通りであって，本校ならびに分校所在地の進学率は巻の2.2%を最低に，内野
4.9%，吉田，令郷と高まっている。定時出Jが勤労青少年のために開放されて
いる事情を通学状況からみると次の1.7表のようになる。
1.7表
自転J率:JF;|その他|1223 273 212 よ22 
41.7%1ω|叫 8.0%1叫 37.7%1e9.8%1 23.~%1 6.0%1 8.% 
勤労と勉学を一致させる立前からすれば，本校および黒崎分校長美学課程以
外は夜間授業をしているのであるから，60分以上の約10%は無理をして通学し
ていることになるようである。 1.6表と 1.6図を対照すると，進学率の低い学校
と通学時間の相関が働いていることがうかがわれる。なお，定時制職業課程に
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ついては，黒崎分校に農業課程しか設置されていなかったが，昭和33年度から
夜間商業課程1学級が吉田分校に併鐙されたことは，商工課程に関する限り三
条，新潟以外進学し得なかっただけに，勤労青少年のための福音というべきで
あろう。
以上，同蒲原地区の進学率の低い実態を各町村にくだいてみてきたわけであ
るが，その要因の第ーは女子の進学芸名の低宝をあげることができょう。 27，28 
28年度3か年平均で会定あわせて18.5%は，本県における女子進学率の7分の
4爵に当っている。とれはこの地区の農家の子女の進学が少いことを意味して
おり，伝統的な農村における女姓劣等視の現われとみてよいだろう。また男子
においても全定あわせて36%は本県の比率にはるかに及ぱなし、。しかし，との
ように低い進学率にもかかわらず，これを高校側泊、らみるならば，これ以上に
進学率が高まったら，学校側の受入れ態勢からみて因った事態が予想される。
とし、うのは， 50年の伝統を誇るこの地区唯一の中等普通教育機関であった巻高
校の現状は，普通課程と被服課程を併ーせて1500名に及ぶ県下でも屈指の大規模
学校となっており，もしこれ以上に膨張した場合，一学校の運営上望差しいも
のかどうかということには研究の余地が為る。さらに巻農校も現状では進学率
の飛躍的発展は望むべくもない。定時制においても同様な見方がされるとすれ
ば，勢ふそのしわょせは隣接新潟，三条等への職業課程へとの予測が強化され
てきはしまいか。さきにもふれたように，商，工課程の門戸の開放2こいう と之
が具体的，現実的に考えられなければならぬ状勢に，さらに拍車を加える結果
を招来するこ主になる。その場合の対策としては，現にある課程の増設か，あ
るいは地域に商，工評躍を新設するかの二途しか考えられない。この具体策は
教育施策の行政的範ち争うに入る難問ではあるが，速からず解決されねばなら
ぬ現状ではあるまいか。
-21 -
5. 高校卒業者の進路からみた学区の性格
3.4節の記述を通して，巻学区の学校および課程配置の諸問題を， 主として
高等学校の容れ物の大きさ.すなわち生徒収容状況や，各町村の高校への間
ロ，すなわち各中学校よりの進学状祝，通学事情等からみてきたが，それらは
学校および課程配置之いう面において，.地域青少年の高校教育に対する適合性
如何という形で取上げられてきた。これを逆に、学校や課程が現実にどのよう
な機能を果し，地域の要求にどのように応えているかという観点からみたらど
うなのであろうか。それには高校キ業者の卒業後の動向を分析し，その現実体
をとらえる必要がある。そのねらいはく高等学校から社会に送りTごされていぐ
青少年はどんな生活者になってい〈であろうか>ということであり.これを教
育の側からいうと，<高等学校は，将来どんな生活者になっていくものを教育
の対象にしているか>ということである。またこれを産業の側からみると，産
業社会は学校卒業者にどんな要請をもっているかということになる。産業の要
請をこれだけで明らかにすることができないにしても，すくな〈とも竺産業の
要請を学校卒業者がどんなかたちで、反映しているかということがつかまれるわ
けである。これらをごく概括的に検討することにしたい。
1.8表は巻地区高等学校卒業生の進路を全県と比較したものであり， 1.9図tま
被傭者のみの産業別分布を示したものである。
表でまず全日制普通課程をみると，男子では進学が34.7%，被師r34.7%と相
半ばし自営者12.5%，無業18.1%となっている。これを全県普通課程に比較
すると進学率におい.て劣り，被僻で上回っている。無業の多いのはいわゆる浪
人組が多数含まれているので、あるまいか。女手は男了-よりも進学芸名が低下し被
傭率が壊してくる。同時に無業者の増加が目立ってくる。男女をあわせる2こ，
約3.0%が進学し約40%の被備:と，自営の10%を加えて半数が就業したことに
なる。この現実からいえばs 就職型と進学型の両方を併せもってはいるが.就
職型の大きい学校ということができる。したがって巻高校普通課程が現実に果
している機能は，さまざまの進路をもった青少午ーを収容しているということで
あってr 学校が意図すると否とにかかわらず，そこに収容されている青少年の
-22ー
第1.8表 巻地区高等学校卒業生進路状況 く 〉内は%
女
計
く注〉 金目指1]，こ関する統計は|昭和28年3月卒業生，定時制に関するものは昭和30年
3月卒業生につし、て教育研究所が各高等学校の協力をえて調査したもので島
る0
・全日制普通課程では，全県に比し，巻地区は，男女とも，進学が少し被僚
が多くなっている。
・全日IliIj職業課程男子では，被傭が少く一自営が多くなっている。
・全日制l職業課程女子では，進学が皆無となってし、る。
・定時制普通課程では，男女とも，進学Jが割合に多L、。
・定時制職業課程では，自営ならびに保業が圧倒的である。
進路が暗示している基本的要求に適合した教育を進める必要があるわけで，自
営者全も含めた就業者のための教育的配慮が重要であることを暗示していると
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思われる。この長味では，もし火 1.9図
学に進学しようとする者を収容す 緯覇結露整備凡噌2322
ることだけが普通課程のヨ的であ く全日制男子) C全日it1j女子〉
るという考え方をとるならば， aそ
れはこのような機詑的分業の事実
を見逃しているといわねばならな
L、。
それでは全日制職業課程はどう
なのであろう 。課程の種類からは
農業課程と被服課程がおかれてい
るに過ぎなし、。しかも巻高校普通
課程については一校一学区のしか
れている現在，理論的には総合制
をとって多種の要求を充すように
なっているべきであろう。それは
単に普還課程と職業課程とを併置
するとし、う形態上の問題であるだ
けでなし普通課程そのものが現
に多様性と融適性をもつことによ
ってその使命を果じていることで
もわかるのところが，ここには女
子のための被服課程が併置されて
わずかに総合高佼の名闘を保って 1.9表
し、る。
被服課程卒業者の進路は被傭が
圧倒的に多く，普通課程女子のそ
れより10%程上まわっている。
被服課程卒業者が，中級技術者
として校立っているかどうかは別
として，昭和28年7)j1日現在で
so 刊 3Q 20 岬 o，世) a fO :10 .2;0 柑 5~
衆電
休 t
E且古
吉正 常
!t投1/;
製造官
!.f- ~千
一一一一一ー 一一ー _j
{え恩寺lI'J!苦手) (定時刻女子)
同柑却 2tl JO 0 <%) 0 Iq ~ .3:) 柑日
事務従事者
販売従事者
良夫
織物・製品(特殊技能工〉
サーピス職業
計
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報告されたく卒業後の状況調査票>によると，就職者の職業は第S表のように
なり，普通課程卒業者と同じような傾向を示している。
次?と巻農業高校卒業生の動向であるが，女子はともかくとして男子では，被
傭者の47%，自営30.6%，進学6.1%に不詳が15.3%に達している。この約50%
近い被傭者がどんな職業についているのかをみるために，昭和30年度農校調査
になる卒業生動向を1.10表としてのせた。これは第1回卒業生〈昭和25年度〉
から第5回卒業 (28年度〉までのトーグノレであって， 昭和28年度の1.8表とは
多少ずれている。何れにしても，農業自営者が30%に満たないこと， .大学進学
が12.6%と増えJ被傭者が49.4だになっている。これからみてもこの学校の卒
業者の約2分の1が被傭者として各界に活躍し，約5割が地元西蒲原で農業自
営者となっている見当になる。したがってここの農業課程の性格は， 自営者養
成というよりも被傭者養成という現実にぶつかっていることが明かである。そ
の被傭者も官庁勤毛去を含めて商工業と多彩であって，これがこの課程に課せら
れた本来の使命であるかどうかは別としても，やや;窓外のJ惑なきをえない。
1.10表 巻農校全日制卒業生(1 ~5図卒合計〉の動向
く8330.5.1現在〉
く注) 1.官庁勤務の内訳は品協縦10.長共済12，I町村役場8，試験場8，研究所
ラ，警察3，予備隊3，教員3.諸官庁18，公社.郵便局.駅等が入っ
ている。
2.事業所は対事業所サービス業の事務従事者が大部分のようである。
く産業教育調査，卒業後の状況調査によると〉
定時制については1.8哀調査では女子卒業生数が少いため，普通課程のみし
か傾向がわからないが，男子については本校分校あわせて4か校(吉閏分校
は27.4設置につき卒業生なし〉の計がでている。全県と比較すると自営，被傭
の率がともに低く，進学，無主義が1二回っている。これを巻農校調夜の5か年の
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動向とくらべると，大学進学率が多くなり，被術者が41.8%と低下し，家事手
伝の11.3%は1.8愛では無業の中へ含めてあるから，無職不明とあわせ18.8%と
なって非就職者の割合が多いこ左になる。これは農家プ，三男の就学が多<， 
卒業しでも家事手伝いなどでぶらぶらしている者が多いからと推定される。そ
して，巻農設定時制も，雑多な色あいをもった背少年をかかえそれを教育して
いることになる。
与ぐ:1翠12lzi口調:iE~:I 計|引;引1 :川口l: 
f1LL-→一--i!:Y~ 1セ幻-i!:γy~ 2北1刈T引札北t出|し仁同:.1ニJ斗;ji;ji|L斗(ド川;:午刈;;川|Ji;41判出出凶;4中中山(;中い料1;よ刊:;;;;|
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6.教育基盤人口の動態からみた学区の性格
前節を通じて西蒲原地区内におかれている高等学校や課程の性格を，卒業生
の進路という現実面からみてきたが，それらの性格を形づくらせ表裏一体とな
っている各町村の，高校教育基盤人口はどのような事情になっているのであろ，
うか。
一つの高等学校や一つの課程は，その学校やその課程に進学してくる町村の・
中学校卒業後の青少年が，どういう生活の進路をたどっているのであるかとい
うととに自をおうて，その規模や課程の編成を望ましいあり方で行ラことはで
きがたい。それぞれの町や村の高校該当年齢青少年を，どう教育的に編成して
いったらよいか，ふれはどれだけの数であるか等を考え，ふうした全体の見と
おしの中で.全日制や定時制，背年学級，その他の教育事邸畿の色わけや生徒数
を考えていく必要がある。 一つ一つの町や村は・義務教育を終えた青少年に，
教育の機会を与えていく必要や能力をどういう形でもっているか。それに封し
て，高等学校ぞ課程はどういう適合のしかたをしているであろうか，Jというこ
とを検討してみなければならないはずである。教育の機会均等化がどれだけ実
現されているかということは，進学者数だけで割りきることはできない。高校
年齢段階青少年の教育が，各町村の青少年に必要な教育の笑質をどれだけもっ
ているかということから，教育機関のありかたをみなおしていかなければなら
ないからである。
このような意図でまず1.10図をみることにする。各町村の高校教育基盤人口
を高校段階年齢層で、おさえたものであるが，その動向は大きく三つに区分でき
る。第一は全日制高校進学率が普通課程，職業課程に分けてどれくらいかをお
さえることができ，第二に在町勤労青少年はどれ位いるのかを定時制進学者と
そうでない者の割合でみることができるc第二は離町村者の率である。これら
をさらに学区内全部の動向と比較してそれぞれの特色をつかむことができる。
各町村ごとのくわしい検討も必要であろうが，これを地区全体からながめてい
くつかの類型に分けてみた。 1.11図は大きくは二つの類型，すなわち第I類型
・は在町村率50%以上全日制高校進学率40%以下に入る町村，第E類型は在町村
-27ー
1.10図 西蒲原地区における高校段階年齢青少年の動態
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( It) 
・各中学校ごとに昭平(127.28. 29年皮3'"
平田平食生の動態をみたるのである.・各中学校ごとに卒業生絞め面附比で品ら
わしてある.. (西部地区はそ うでない1・在町村動場背~年を考える場会.定時制
進学率を加えてみるべ島である.
率50%以下全日制尚 1.1図
校進学率40%以下と 出i校段階年齢層よりみた在村，離村，
全日制高校進学の町村別殻型なる。これらをさら
に五つのグループに
分けることができ
る。
.Aグループ・・ 金
口制進学率20%
以下，在町村率
70%以上〈ここ
では定時制進学
率を合めてい
る)，離村率15
Z以7下の中学校
区であって，組
合せ:漆山中(旧
1岨
同
" ."回disol/，:1、書 J、、 米納治
在 外向・. '"骨骨 離
み山 . y_、蝿
10 I A~ ;JJ ・ 3〆 車生占
J 図ょ-今・m一?の.布，相 周T
亦~!._::...>-、回T 60 I B= む車・・地蔵宜
印
1 c;:.:-~時，てよ、 村
I Dユ!:. ~o~ 
村 : I '"率i長F-!， 申 、、吾匂・d'J
3C 広寸' P 
率聞t司f‘も
加 ，，~/I
も岬a昆
引帝 国 W 
~OO 
10 10 30 40 50 同市朗
全日制高校進学率
90 1帥
漆山村大原村の組合立)，組合立天神中 cr日道上村松長村の組合立〉とあb
l わぜて10か村がこの中に入っている。いずれも越後線の東側の全域を合ん
でおり， 1.2図と対象して1次産業率の高い農村であって，従来西蒲原郡
の非文化地帯と目されてきた村々でもある。
.8グループ... . Aグループより在町村率が60%~70%と下回ってくる。この
甲には内野町，および組合立曾郷中(旧合桜i町鎧郷村の組合立〉区域の符
根町をはじめ5か村が含まれている。
.C グループ・ ・・ ・在町村率がさらに60%以下と低下し全日制進学芸名が20~30%
とかなり高い。 1町3か村となっている。(組合立地裁主主:郷中学は旧地裁
堂町島上村の組合立〉
・0グループ..・全日制進学率の最も商い町村で，巻町，吉間明T，Ir条岡村がこ
の中に入る 0
・Eグループ・・・・離村率の圧倒的に高い海寄りの4か村〈浜松中は:日角田村松
野尾村の組合立〉からなり，農漁村としての間瀬，補浜，角凶は松野尾と
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主もに毒消し売り出穣で‘知られている。ともに離村撃40戸 62%，進学率20
5右前後，在村率40%以下となっている。
とのようにみてくると，在町村率四%以上にはA，B， C三グループが入
り，西蒲原地区内28か町村のうち2か町村が，全日制高校に進学しない50%以
上の勤労青少年をかかえこんで、いるということになる。これを地区全体のトー
グノレからみても平均在町村率61.2%を示し，定時制通学者の平均5%を差引い
ても，高校段階年齢層の56.2%が高校教育の機会に恵まれない結果となる。 こ
れにさらに離村者の16%を加えるなら， 72.2%の青少年が大体高校教育と無縁
であるといえる。これからいえることは，巻学区の進学率の極めて低いのは，
他所へ離村していく青少年が多いためではなく，むしろ多数の青少年を温存し
ておきながら進学させないということである。
これはー休どういうことなのであられ通学事情でもみられたように，西蒲
原地区内からの巻高校および巻農校への通学は，赤塚，浦浜，弥彦，国土， 島
上の五か村を除いていずれも片道60分以内という比較的恵まれた位置にある。
中でもAグ/レ戸プに属する進学率の極めて低い村々はp 一次圏いっぱいとみら
れる速い村ではあるが，それが進学率低下の絶対の条件之はいいかねる。経済
基盤にしても他の村と大体似かよった，否それ以上の農業中心の村であるから
むしろ有利で、こそあれ低いとは考えられない。西蒲原地区よりもはるかに経済
基盤の薄弱と思われる佐渡地区の全日制進学率が57.9%もあることを思いば，
その半ばにも達し危い必然的な事情がなければならない。その根本的理由が住
民の教育に対する意識にあると予測して実施した就職と進学に関する父兄の意
識調査の結果を次に再掲してみる。(把要第13集 1 第四編 巾学校卒業後の進
路志望調査P116~119参照〉
この調査は巻学|ヌ.内26中学校三年生の父兄3278名の回答をまとめたものであ
るが，その全回答の62%，2023名の父兄が就職させしかも定時制へはやれぬと
答え，その理由を第12図のように選んでいる。
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1.12図 就職して定時制へいかないものの理由
12 4 5 
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百三31
~ (151))家業をつぐ予定(151) J (長男.女府〉
く67:;)¥ 
田
}就職，家築家事従事
〈ラ41)J (二，三月女庖〉
く注〉 ・ヰ1/グラ 7一番上の数字はJm出の番5f，中の数字はパーセユ〆トをあらわ
している0
・5足数とあるのは特グラフの誌となった人数である。
理由
l.i%俊へあげたいのだが，本人が希望しないから。
2.高校へあげたL、のだが，家計が許さなL、から。.
3.高校へあげたいのだが.近くに希望する課程く商業.工業など〉がなし、から。
4，高校へあげたいのだが，家に入手が少L、から。
5.高校を出ても働くためにはあまり役に立ちそうもなし、から。
6.早く仕事をおぼえさせ一人前にした方がよL、から。
7.ほかの家とのつりあいを考えると高校へあげられなし、。
8.その他[ J 
これからみると，進学しないものの理由で圧倒的に多いのが6の理由であ
る。つぎに農家と非農家の聞で大きなズレの認められるものに4がある。と〈
に6については，曲家や非農家の長男層はともかくとして，農家二，三男女屑
の46%(笑数360名〉 と，非農家二，三男女層の38%(笑数236名〉を考える
と，進学，就職に大きな影響を及ぼしていることが推察される。巻学区の進学
率や離町村就職者の少い原因がこのへんにひそんでいるように思われる。すな
わ'1:，，子弟が卒業した後どのような生活者としたらよいかに，はっきりした見
通しをもたず，漠然とした伝統的，惰性的な考え方で農家の手伝いに奉仕させ
たり，町村の小商庖とか小工場とかに，日傭的に働かされるものが案外多いと
見られるのである。こういうこ，三男屑は自分の家に住んで農業を手伝い，あ
るいは町村の商府工場に働いたり ，日傭をしたりしているが，何時かは家を出
て住むべき所を求めなければならない運命を荷っているのてeあって，父兄のこ
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うした甘い考え方が，農村の二，三男問題を構成していると思われるのであ
る。ますこ4の理由についても，西蒲原のように機構化の進んだ地域においては
(1.4図，ならびに紀要句集P16S参照〉このような労働力の問題は解消の一途
にあるのが笑情であれここにも農村の惰性的な考え方が露呈しているように
思われる。二，三男の子弟が，農村生活者としての道を歩いている期間は，ま
さに無駄骨折りであることに思いいたらず，なるようになるだらうといった，
出たとこ勝負の安易感が案外働いているとみられるからである。
これは西蒲原地区住民の大体の意識程度を物語るようである。それは低いと
いってしまいばそれまでであるが，伝統的，惰性的に培われた農村意識と考え
てもよからう。そしてどちらかといえば，比較的経営規模の大きな恵まれた農
家が多く，経済的にも可成り楽な点があだとなって，逆にそれに甘んじ楽観的
となって，問題意議を感じない場合が多いのである。ましてや教育的な社会設
計も切実なものとして考えられていない憾がある。そのような環境下にある青
少年が父兄の意識に引きずられるのは当然であって，ここに西蒲原地区の進学;
を左右している原因が伏在しているといっても過言でなからう。
高校教育基数人ロとふれの織りなす一連の問題点の輪郭を描えてきたが，こ
こで明らかにしなければならない重要な問題が残つ!ている。それは1.10図で示
してある地区全体の教育基盤人口動態のうち，高校教育に恵まれない56.2%の
存s町村勤労青少年の生活事情や教育事情である。8848名の中の5000名近くがみ
れに該当し，これら青少年がどういう青少年であるかの実態をつかみうるなら
ば，彼等を教育ーの網の中へどのように位置づけうるかを検討することが可能に
なるからである。次に噴をあらためそのことにふれてみ大い。
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7.勤労青少年の生活事情と教育事情
1.1-2表J主<勤労青少年の教育編成に関する実態調査>(注3)の中から引用
したものであるが，西部原地区l口10中学校区4188名の高校段階年齢青少年のう
ち，在町村者3124名，離町村者1074名主なって，大数的には3: 1の割合とな
り，勤労背少年中〈ここてeは就職して進学した定時制生徒も含める〉汚%のも
のが町や村に居残って，種々の職業生活を卒者んで‘いるのである。これはもちろ
ん西蒲原地区全体のものではないにしても，大体の傾向を物語っていると推測
される。このうち57%が第一次産業(主として幾業〉に従事し35%が第二・三
孜産業に従事している。 これら背少年をさらに職業による生活類型に分けたも
のが1.13表と1.13図であるc
ここで注目しなければならないのは，53.8%の農業青少年のうち， 40%近い
1.12表 高校段階年齢青少年の動態〈職業別在離町村状況〉
t昭31.1.30現住ヲ
言l'oの
設・漁f，fF.村 1、684! 131 38: 1~ 241 61 21 21 1，7831 5町
l離村 %1 11 111 31 21 -1 21 11 56! 5; 
ヱ肘fiE村 151 61 2211 85 291 91 281 21 5311 17， 
"'l!品L峰村 1671 161 871 39 121 31 61 21 3321 31 
務官・サJ;花村 41 1 !31 229 41 111 16， 21 5741 18 
笠1 ・患山L般か;j¥ 258: 5! 154¥ 168: 13¥ 10¥ 23¥ 4 師 82 
無職f在村 51 61 651 34: 101 71 41 2361 8 
不明L峰村 31 71 21 -1 1 :1 21 :2 
28 434民1{ 3931283E 53103，124I00 
2 . 2551 2171 591 131 321 81 1;0741 100 
(注3) <勤労育少年の教育編成に関する調査〉は，昭和30年末から県立教育研究所と
固定教育研究所との共同研究としておこなったものである。 この鋭盗結泉の一
部は紀要第13tお第万羽にく高校段階年齢腎少年の生rli1Jl:tt7と教育小紛からみた
教育・上の問題>として報告した。ここで取上げる閃習はその主主要部分の引用が
多レ。くわしくは紀要第13t認を参照されたL、。
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ものが抱え込み型のアノレパイト青少年でしめられているという事実である。農
家三，三男問題の縮図がここでみられるわけである。これら青少年中男子の大
半はご親の願い (1.12図， 6の理由〉とははるかな距離をもった存在となる恐
れが十分あるのであって，当然家から出て白許可・の途を求めねばlならぬ運命をも
ちながら，数年を家業〈農)に奉仕しその間無駄骨折りに過す結果を招来して
いる。その聞の事情を物語る1.14表を参考に掲げておく。(住4)
1.13表 1.13図 勤労青少年の生活類型日IJ区分
生活類型月IJ在町村勤労青少年年数
猷|男女|計|1
B 3041 9411 1，2451 39. 
C 188! 1211 30ヲ 9
D 1371 281 1651 5 
E 2371 3931 6301 20 
その他 821 255， 3371 10.8， 
青少年の生活類型は便貨上次のように区分した。
A型・・・・本人の職業も家業も農業で，農業相続型青少年である。将来は農業
自営者たらんとする者で，一応自活型青少年といえるb
包型....A型同様，本人の職業も家業も農業であるが，二， 三男女であるた
めやがて他に家をもち，職をもたねばならない運命にある者で，こ
れをアノレパイト型青少年(抱え込み型青少年〉とよんでいる。
C， 0， E型・・・・商工青少年をきしている。しかしその巾にもいろいろあるo
C， E型・・・・下宿型商工青少年〈通勤的性絡をもっ〉
〈注4)全国教育研究所連盟初の共同研究として成立した.<中学校卒業後の勤労青年
の職業主EY需の併移主職業教育の機会について〉は，昭和32年8月を期して全国
的規模で調査を開始した。その本県における研究の概旧作は，教育月報第8巻第
10号に投放してあるので参照されたし、。
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C型は家業が農業であるが，本人は商工青年を志しており， 労働型
態は通勤という形をとってん、るものが多い。
E型は家業も商工業で本人も商工業に入っており，二，三男女層で
通勤者が多い。この意味でC.E型ともに家は借の宿，すなわち下
宿的性格にあるといえる。
。型・・・・自営商工青少年，木人の職業も家業も商工業で相続型である。
1.14表はとの中のB型すなわち抱え込み型青少年が，年々他の二，三次産業
士宮E門へ転職している事情を表示しているが，とくに4，5年聞に転職している
者が場加-している 3 この調奇結果では男女あわせて全体の約40%が5年自に就
職してし1るが，この表に出ているように未だに転職の機会を得ないこ，三男も
1.14表 就職職業と5年閣の推移の状況
大島，根津中学校 仁男〉
| 1 27年 12昨 129年 130年|問 (32年
番号職業大分類|鰍1% 実数1% 実数1% 実数1% 実数1% 鰍 |μ
。無 戦 f ー 1 1.5 l 1.5 1.5 1.5 
1-33 戦専門業f内従技事術者的
34-38 管理的職業従事者 一一
39-47 m-a査従事者 一 1 1.5 
48-58 販売従事者 2 8.0 1.5 2 8.0 4 1J.1 4 0.1 
59-68 農類林似b鶴F業来従従事事者脅 551 83.:五 511 77.3 46 69.8 42 63.7， 361 54.5 
69-77 探鉱事採石従者 一
78-89 巡愉従事者 1 1.5 1 1.5 2 9.0 2 8.0 4 6.1 
90-224 枝従量労買古事働さE者者工札主、な主仰席加工単に分訟純 6 9.1 101 15‘B 141 ~1 .~ 161 2H 181 ~7.9 
:1225-245 サーピス者l畿業従事 2 8.0 2 3.0 1 1.5 1 1.5 2 3.0 
246 分職類不能業の 一
言十 66白100.0 66 100.0 66 100.0 66 100.0 66 100.0 
32年の決従事者28名中2.3男は13名46.4，ムしたがって長男日，6%
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1 1.5 
1 1.5 
う 7.0 
28 4~.5 
6 9.1 
23 34.8 
2 8.0 
一
66 100.0 
多数いるわけで‘ある。なお就職者の大半が2，3次産業へ吸収されているが，
この大部分が中小企業へ就職じしかも家内工業的な零細企業で、労働時間も長
く，賃金も著しい低賃金でー不完全雇用一潜在失業と呼ばれるものも少くない
のである。ましてや彼等の教育の機会については恵まれない，気の毒な状況に
ある主いえる。 1.15表による之， 約半数に近い48.6%が義務教育を限度として
おき忘れられている事実{/t:.目をおうことはできない。このような勤労青少年を
教育の網の中へ持こもうとするとt これらの青少年を救済するというよう!な
観点で教育が考えられることは本質的ではない。あくまでも，彼等の生活方式
にかたった教育方式を確立してやるこ主であってp 彼等の現実的な必要主その
要求に即応した多様にして一貫した教育体制を樹立することが要望される。
これは何も勤労青少年の教育のみにいえることではない。そもそも高等学校
の学区をつくるという考え方の基礎には，その地域背少年の将来の生活を考え
る之いうことが根本に働いているはずで-ある。それを社会的な実態とし，社会も
の必然的な望きとして捉えるということが考えられていなければならない。さき
にふれた青少年の生活類型の考察も，青少年を具体の婆として捉えp それにか、
なう教育方式を樹立したいからであった。われわれはその試みをすでに商蒲原
地区の純水回単作農村〈漆山地区〉と，出稼農漁村〈浜松地区〉および農村地
帯の巾心的小都市 (1日巻町〉において行った。 く紀要第1.3集参照〉そこでは出
ていくもののすう勢一具体的な職業や出先地ーと，在町村者の職業や将来の運
命，それを予測しての本人の生活設計等にわたって笑態を究明し，それ等勤労
青少年の生活実態に適合した教育のあり方を論じてきた。
例えば，漆山地区男干イ呈業従事者で定時制に進学している者のうち2 離職希・
望の者は，離職後不安なく他の職に職換でをることを希み，定時措uをその一つ
の足場としている事情が伺われた。この限りでは定時制は，農家二，三男の農
業からの離脱の機会を与える機能を果しているとみることができたし， 1日巻町
の商工青年で定時制在学者は，都市生活者としての自覚から，直接職業と関係
なくこれからの人間主して高校《らいは出ておきたいとのべながらも，家業や
職場では得られない基礎的な理論や知識をもっと取扱って欲しいとの希望や，
今やっている仕事，または将来っこう之患っている仕事に直接必要な知識や技
術を要求している者が多数いた。両者に共通している点q土，いずれも彼等が実
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1.15=it 在町村方少年の教育状況
訟略|定時制|昨|叶学級 liil~ ~ I ~ラプ教育教育 い者 計
E月 304 246 11 669 10 1，364 
女 9.'l 358 9 436 17 1，851 
3，124 
604: 20 481 1，566 27 3，215 
I ~ I l似 仰 li lO.5li U5.0i ¥..8.8 仰い仰
注 同ー人が，青年学級主谷都教育の両方をうけているというように震なっている
ので，在町村者の実数3，l24q-jよりふえている。
禾IJ主義的な実学ともいうべきものの強化を求めていることである。真に職業人
之して都市生活者たるにふさわしい教育内容を求めているということである。
これは現におかれている地区の定時制が，高等普通教育に重点を指向してい
て，彼等の望む職業生活とはかなりかけ離れた教育を行っているともいえるの
であるまいか。こういえばあるいは，職業別教育を行わない限りそのような教
育は成り立たない之いわれるかもしれないのそれも当然と考える。しかし何も
職業別教育を行えといっているのではない。本質的に将来の職能生活を考えて
教育するという体制の弱さが，彼等をして異論あらしめていると見ることはど
うであらう。現実の生活の五でどれ程将来の展望事どもたせるかを考えるべき
-C;，それがやがて生活の切替えの時に役立ってくることになる。このような目
で青年学級教育の実態をみると，そこにも生活実態に即応した教育方式の欠除
が指摘されている。農村青年というだけの名目でp 自営背少年も抱え込み青少
年もさては商工青少年までも一つの対象とみるようなことがあれば，その教育
が画一的.非現実的で，彼等に歓迎されないのは当然である。
また女千にとっては，各芭教育一和洋裁教育，技能者養成のための理容，美
'容学校.看護婦養成機闘等ーをうけている者が女チの23.6%をしめ，青年学級
の約20%をしのいでいる。定時制がこうした女子を吸収するためには， 4年間
もの長期にわたる夜間教育方式ではとても可能性が部いと思われる。ここに家
庭科方式の短期産業教育等が考えられる ζとが現実的ではあるまいか。
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8.高校中心の総合的教育編成の試み
(1) 基本的な考え方
第1撃において，高等学校問題解決のために最も大切なことは，現実におい
て教育の機会がどのように均等化されているかを視るべきであるとし，さらに
学校や課程を現に成り立たせている社会的事情や産業事情との結びつきを明ら
かにしなければならないこ之をのベ，その線にそって巻学区における学校や課一
程配置の問題を，高校生徒収容状況や中卒者の進学状況r 高校卒業者の進路，
教育基盤人口の動態等から分析しうきぼりにしてきた。
教育の機会均等という見地からすれば'.希望するものはすべて入学できるよ
うな体制にあるこ之が最も望ましいことで‘ある。しかし2 それは種々の条件か
ら実現がむつかしくなっている。だからといって現状のまま放置することは許
されない問題でもあるひもちろん?巻学区における教育問題の多様性は2 歴史
的に培われた西蒲原都内の政治，経済，社会の各体制に負うてはいるがz 教育
はそれらをのり越えよりよき方向に導く根基を培っているのである。 伝統にな
ずみながらも新しい道へと前進することが西蒲原郡民を幸福にしてくれるに違
いないし，教育ー特に高等学校は郡の最高教育機関としての使命をになってい
るーによって支えられてこそr ますますその英智を発揮できることはいうまで
もない。
すでに明らかにしたように，巻学区内青少年教育問題の核心には，農家二，
三男をどうするかという大ぎな悩みが根をはっていることをのベてきた。これ
はここだけの問題ではなく，人口槌加と主もに就業人口の過剰に苦悩する日本
の縮図でもあるが，巻学区で、のそれは青少年の生活実態が示すようにr 教育の
乎の及ばない存在ではないはずである。それどころか2 教育的な社会設計を配a
慮することによってのみ解決の曙光を見出しうるものL曹、われる。 彼等の多く
は近代産業のにない手として都市生活に入って行きr 生活の切り替えをする運，
命にあるといってもよし、。そうした青少年には当然その生活に適合できるよう
な教育が実'質的に与えられるべきであって，事実青少年はそうした教育を要オに
しているのである。
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われわれの考え々の根本にはr 学区住民の現笑生活や将米の運命を考え2 そ
れに適令する形で教育運営がなされることが望ましいと考え主張してきた。例
えば，巻高校哲通課程卒業生の進路をみればz 男女をあわせて約半数が就業し
ており，学授はその基本的な笑態に沿うて大学進学教育の他に，就業者のため
の教育的指置を講じなければならないととやr 農業高校卒業生の2分の1が被
傭者となっており， 30%が向営者であるこ之から，被傭者養成の現笑的機能を
無視できないこと p 勤労青少年教育については定時制や青年学級が青少年の将
来の生活のタイプに適合するような教育的配慮の必要なこと噂がそれである。
こういう考え方にたつとr フド格的に教育の地域性(あえて学区とはいわない〉
に立脚して，自由に教育を考える立場が生.れてくる。これから描こうとする高
校中心の教育編成はそうした基盤て'きずきあげられていくこと党予め了承願い
たい。
(2) 巻農業高校の性格とその使命一一付，自営者養成計画
全日制巻農業高校が現に果している機能については， 1，10表を通して検討を
加えておいたが， あらゆる点で県下農業地帯の最先頭に立つ西蒲原(1.3，4
図参照〉の農業センターとして，被傭者養成に比重がおかれている現状は呆し
てどうであろう。少なくとも，郡の中心に農業高校を設置した郡民の願いは，
全国的に著名な農業郡を自覚して，科学的農業技術を地域農業に導入しうる，
新しい農村建設の先達一自営者をこそ望んでいたのではあるまいか。昭和21年
4月開校以米財なお浅い今日，軽々に即断することは院しむべきではあるが，
学校の将来の目標がどこにすえられるべきかは想像に難くない。同校教育の一
般方針の中にも. r他日 g 地域農村社会の発展向上に貢献し得るに足る人物を
育成する」ことを根本方針にうたっているのは，農業技術，知識を身近かに活
用しうる立場にある国営者の養成が眼目なのであるまいか。これは，農業教育
が農家二.三男に無用なものといっているのではなくて，そうなることがより
望ましいあり方であろうというこ kでらる。
法 1 新潟県教育月報第8巻第10号，昭和33年1月号「木県設業教育の現状とニ.三
の問題点より。
- 39-
試みに1.16去をみてみたい。農家率は約80%であって，全県全日制農業課程
生徒の農家主客80%に比し約10%低いしく注1)，自営率にいたっては約22%の
聞きが為るのであ.って，これはやはり問題といわねばならない。ここでの自営
予定者は37.3%となっているが， 約20%に及ぶ非農家子弟の存在と好対象之み
られる。後者(非農家了-弟)は実際の内容に立入らなければ判断できないにし
ても，やはり好ましくない存在であり，このように多数をょうしているのは農
業高校としての問題点であろう。もちろん西蒲原地区水凶単作地帯で自営E容が
低いということは，ここだけの問題ではなく県下一般の傾向であり，水稲栽矯
技術が高度の進歩をとげている今日でも，一般に7J<稲単作地帯では鴎芸p 畜産
等の地帯に比して，その子弟を農業課程に学ばせようとする傾きが少し、cこれ
は水田住民と畑作農民の意識のちがいがこうさせているものと考えられる。ま
ずこ巻農業課程卒業者の自営率の低いことも，地PZ議業の経営形態とともに併せ
考えねばならない問題をもっているようである。すなわち水稲単作地帯に於て
は，農業教育を広範囲雑多に学ばなくてもよいとする父兄の意識が働いて，自
営適格者の入学が低率となっているのであるまいか。三のような地域の要請と
学校のま図の聞にギャップが存在するこ之も見逃せない原因のーっと数えるこ
とができょう。
1.16表 巻農高全日制在高生の家の職業 cn百平n~O.5 現在〉
よケ12li121器開設l:lil
人 数 16 6 263 
うち総領の数 6 2 126 -1 :1 -1 51 4 
js『 2 人数の% 1，.9 1.8 79.9 0.81 1.8 0.91 6.J，1 8.7
人総数に対する
官民 の % 38.0 99JJ 47.9 
126 . _ __ __ _ _.
く法〉 設業自営予定者は一::::X 100=37.3% 329" -__ -. -/-
263 . .~~ __ __. 
民家事は :ー:X 100=79.9% 329 --- ，.--/ 
ただし.必71<虚業人数を一応設業とみなしている。
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計
329 
146 
100.0 
44.4 
では一体西務原郡下16，208戸の総農家中，農業高校に進学させうるとみなさ
れる農家はどのくらいあるのであろうか。われわれは第三部第3章にz農業教
育振興の立場から全県における農業自営者養成のための農業課程生徒数の推定
を行っているが，同じ手法によって西楠原郡における安定農家数を求めると
1.17表のようになる〈注2)。すなわち，専業，第一種兼業農家のうち高校農
業課程へ進学可能とみなされる安定農家は合計8610戸に通し，これ等農家にお
ける世代の交替を25年とみなすと，年間344戸が進学可能の線になるc したが
って西蒲原郡内自営者養成可能とみなしうる者は年間344人ということにな
る。これを総農家16，209戸とくらべると4.7戸に 1人の割令で自営者養成が可能
となるが，これ差10戸に 1人の割にするか， 8戸に 1人の割合とみるかは行政
1.17安 西非n原郡における安定農家数の算定 昭和29年6刀算定
注視叶 115~叶3町以上| トすl備計101T ¥ 1刷 2町| 考
A-t 
点| 1.803 2191/11也の郡村
兼 435 304 89. 1，206 48 内町
A - 4 w 66 152 !81 1う 514 ヨ長 26 23 24 1 97 4 小台
31まF 一 二)浦襲H-i l i 4 
3耳t1: 47 61 55 8 171 1~1 }内向 野凶G-I 95 58 27 2 337 
3 
C- i 耳Z 201 301 122 624 25 )緊弁輪
3 兼 一 64 41 ヰ7 25 177 7 絵野塚尾
計 j?在z 66 1"'7 :!.217 3‘529 833 6，792 272 182 607 486 117 1、818 72 
奪，兼合計 248; 竹山3
1
4，015 950 8，610 344 
主 2 詳しくは第三部.第三章 「農業自滋者養成のための設業銀程生徒数の惟史Jを
参照されたいが. ~本的?とは企日制IJ~校ぬき量採程に進学させることのできる農
家く安定農家と称する〉の経悦規模日1J限界主..県淡君主抱域区分仁県民林部計l露
室察〉によって策定したものである。
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当局の判断にまたねばならない。かりに10戸に1人の割合としても年間1白人
の綿が出るのでF 現在巻農校の募集定員120人をと凶る数となる。何れ犯して
も344人という数は，現募集定員の31姿弱に相当し飛躍的な数といわねばなら
ない。
このように自営者養成が考えられるならr それと平行して，農村家庭の主婦
養成はとうあったらよいのであろうか。今後の農村家庭が税済を安定し，さら
に所得の増大を図り生活の向上を期するためには，生産性の高い農業をうすた
てることが必須条件となる。その場合家庭の主婦・も，当然よき農家経営者の立
場にたった専門教養そ身につけることが?より望ましいと考えられるの将来そ
うした要望が地元から起り，希望者の編成が可能な見通しのある場合.巻農業
高校に「農村家庭科」を併寵してr 農村のよき家庭主婦義成を図ることも研究
の余地があるので為るまいか。
(3) 全5朱1商， 工課程をめぐる学校課程配置の問題
巻学区が全日制職業課程 なかんずく商3 工課程に弱さをもっていることは
すでに明らかにしてきた。そしてr 現在都市地域に偏在している商r工業に関
する課程の門戸が，農村地域に居住している青少年に対しても容易に開かれ得
るような現笑的.具体的な施策が講ぜられる必要のあることも指摘してきたc
現実的，具体的というのは・一歩でも二歩でも進学の希望にそえる可能性のあ
る具体集をさしている。もちろんそれには十分な根拠を必要とすることはいう
までもない。
われわれがこれから提案したいと思うことは，必要にして十分な具体的な条
件をそなえているとはいえかねる ， しかし・~蒲原地区背少年のと主活と溜命を
考え，将来実生活に入ること(職業につく〉を配践に入れた視点を基本とし，
行財政的背景をも念頭においているこ主はもちろんで為るが，行財政当局の考
えとは何等の関係なく自由な発言であることをお断りしておく。
イ 工業に関する課程について
最近科学技術教育の振興が叫ばれているが，時代に即応する科学投術者の養
成は今日に始まった問題ではない。日本の識者の聞には早くからその必要なこ
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之が言われていながら，教育の上からも，政治のよからも，実際には少しも積
極的な対策が進められていなかった，しいし，原子力科学や石油化学にも之づ
く新産業時代に入った今日，この問題は緊要なものとして浮かび上らざるをえ
なくなっている。
このような社会的必要を明確にとらえ，それに応じて計画的な人材養成をは
かることは，英，ソ速などではすでに行われてきている。われわれはすでに本
県における将来の産業が，高校卒業生をどの部門にどのように必要とするかを
推定する研究を行ってきた。くわし〈は第三部第2章<新潟県下事業所の高校
卒業生に対する需要数の推定>を参照されたいが，その結果は，われわれの予
測がまとをはずれたものでなかったことを裏書きしている。すなわち?遂年高
まりつつある商，エ課程への志望者増加の傾向は， 一時的な好不況の波にのる
現象というよりも，日本の近代産業乃至はそれと関連をもった産業の展開が必
然的にもfこらす結果であり，本県産業もまた工業方面への開拓なくしては発展
が期待できないとする根本的な見解と一致し，産業の発展に呼応しているとみ
られるからである。この意味において，近代産業のにない手である工業の中級
技術者養成は，国家的見地からも，本県の笑情からも，ますます重視され重点
的に現実的な施策が必要であることを強調したい。
巻学区におけるこの課程への要望はp そうした情勢に拍車を加えて年々高ま
りつつあるが (1.3表参照)， 昭和31年度において工業高校を受験したものは
68名，入学を許可されたものは37名となっている。 54%の入学許可率はレかに
この部門の競争が激しかったかを物語っている。しかも中学校における進学指
導の際，入学離を予想して進学希望を断念させられる生徒も相当あるであろう
ことは想像に難くないし， 1.5表によれば?普通課程入学者の中でそうした生
徒が多数いたことを物語っている。しかしとれだけでは巻学区にこの種課程を
設けるまでの理由とはなりえない。恐らく他の地区においても同禄の現象がみ
られるであろうと思われるからである。それは次の1.18表によっても十分うか
がいしることができる。しかし，この種課程が時代の要請に呼応して産業界の
量的需要に応えるためには，何としても定員増の必要があろう 。具体的には学
校の新設とまでいかなくとも，現にある工業高校の諸課躍を，既有施設の拡張
によってまかなうか，あるいは新課程を併置構設することによって生徒定員の
- 43 
増加を図ることが，もっとも現実的な解決策のように恩われる。純理論的;こは
総合制をとって多種の要求宏充すようになっているべきであるが，現在の行財
政状況のもとではむつかしい問題であり，さらに学校運営，施設設備特にこれ
が中核的な問題でゐる。 H進月歩の科学の進歩と歩調をあわせて施設設備整備
の必要もあり.これらに巨額の費用を要する等総合的に判断すると p 教育館半
の上から現にある工業高校への新誤程の併置あるいは現にある課程の増設が好
1.18表 県下における金日制工業関係各課程の入学状況(会，私立〕
昭和 32年度
戸理ld|草花可岡市長lJJ44124可
障害~;;:1T344123I 1L|前i5374412+
414il i741i i ???????????????? ? ? ? ?
?
?
?? 「
?
?
?
?
? ?
? ?
? ?
? ?
40 80.8 
601 4717 8.31 13~ 40'30.8 
???
?
?
??
? 〕
?
?
? ? ?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
? ?
?
???
??
???? ?
?
?
?
? ???????
く注 1) 1産業教育概論fIIls和32.4~上久雄幸子の第三節， 商等学校の遊楽教育の中の
工業教育(P133)による。
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ましいであろう。なおその根拠として，工業高校の性格と目標をあげなければ}
ならない。明和31年の学習指導要領の改訂版で「高等学校における工業教育
は，中学校教育の悲礎のよにたち，将来わが国工業界の進歩発展の実質的な推
進力となる技術員の育成を同的とし，現場技術にその基礎をおいて，基礎的な
知識，技能，態度を習得させ，工業人としてのiEしい自覚をもたせることを目
ざすものである」とされ，一般教育としての工業教育が，専門教育としてのエ
業教育かの問題に，一応後者にふみきったものと思われ(注1)，その点から
も貧弱な総合制でt.，るよりも，すべての条件(但し遥学上の不便は除く〉にお
いてまさると思われる方向に行くことが，この種教育を実あらしめることであ
らう。
ロ 商業課程について
最近における市場活動，経営管理の高度化，科学化は著しく，企業経営には
有能な商業人の必要性が強く認識されるにいたり，したがって商業教育の振興
主主充が強く叫ばれてきている。之くに最近の著しい傾向としては，女子が商業
活翫の分野に進出してきていることを見逃すことはできまい。
新教育制度による商業教育は，商業高等学校主普通高等学校の商業課程〈総
合制〉の二様式によって実施されており，工業教育が専門化され・ょうとするの
に対して，商業教育は広〈普通化されようとするようである。このことは商業
課程と工業課程の性格の差異からくるものであらうが，特殊化され専門イとされ
た専門的介野を深めるよりも，一般化された基礎的共通学習含行う方が，わが
国の高等学校教育として望ましいからであらう(注2)。
とこるがそうした荷業分野特有の基礎的教養が，普通課程高校の中へも持込
まれつつあるのが現状である。それは選択という形をとって商業科目の簡単な
もの，たとえば計算実務や商業範記などを二三附加するという程度で行われて
はいるが，この事実は何を物語るものであらうか。普通課程が単なる大学進学
のための機能だけでなく，さまざまの分化した機能を果さざるを得ない結果で
く注2) 11産業教育概論1 P139.-142参照
く注3) 紀要第10集「学校と職場のむすびつきJP36普通課程卒業者職業別分布をみ.
ると67%が事務者として就職してし、る。
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あって，職業生活に直接はいるものの教育を考えているためにほかならない。
現に巻高校普通課程においても，二，三学年に謀礎的な商業課目を相当単位数
取上げ選択履修させているが.それ等の生徒は毎年3学級に及んでいる。そし
て卒業生の動向がこれ等の必要を裏づけてもいるのである。 1.9表は巻高校卒
業生〈普通，被服課程〉で「商業または商業に関する基礎的教養を&、要とする
職業」に就職した者の動向で、あるが，就職者の半数以とが事務従事者，販売従
事者としてその巾に入っているのであって，普通課程をおく高等学校卒業牛.に
多く見られる傾向で年々漸増している〈注3)。
これらの人速はいわゆる一般教義を主とする教育をうけており，また卒業後
事務的，販完的な職務もやり終せているのであらうから， J.HJに商業関係の専門
教育を受けねばならぬとする理由はないであらう。しかし，各課程にはそれぞ
れの教育目的がある。ヰ手重課程は一般教養を育てるのが役目であるといわれ
る。そして現実にある普通課程は，卒業後直ちに職業生活に人って生活する人
聞きヒ育てる分化した教育を行う場所とは，かなり趣の異なる存在となっている
のであって，たとえ商業科目の簡単なものを庖習できたとしても，それは現実
に職業生活を考えてそれに打込んだ教育をしているとはいいないように思われ
るのである。なぜならば，職業生活を考えて課程を編成することがこの程度で
しかないということは，裏からみれば普通課程が，何を目ざしているかという
ととを物語るといってよい。普通課程の教育が生活を考えて教育するという点
1.19表 巻高校卒業生(普遥，被1民税程〉の商業関係就職者の動向
-y¥年度|
項 -__ー
26 27 28 
A 会卒業者数 365 367 
B 就 1泌 者 数 141 212 222 
C 商業関係就職者数 84 93 121 
CのBに対する百分比 80 
〈注〉商業関係就収者というのは厳密な意味での商業関係業務就職者をいうのでは
なく， r商楽叉は商業に関する基礎教養を必要とする職業」に就職した岩を
さす。
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で爵さをもっということは，一方からみれば職業課程の問題である。すなわち
職業課程が配置されておれば，普通課程がそのような弱い形の職業生活者に対
する配慮をもっ必要はないということになる(注4)。
このように考えてくると，現笑社会に即応する分化した教育への要請がドろ
いろの形で職業課程，特に商ヱ課程への要望となって現われてきていること
は，すでにしばしばふれてきたが，西蒲原地区における全円制商業課程にヌせす
る要望は，工業に関する課程をはるかにしのぐものがある。 31年度に商業課程
を受験した者は学区全体で14Q名，入学許可者は80名で50名が不合格となって
いる。こうした人達の他に不合格となることを恐れて普通課程ではあるが巻高
校に入学した者，あるいv士通学事情等で断念した者を含めると，商業課程を希
望しながらその希望が滴ー足にかなえられない者の数は100名をはるかに越える
ものと思われる。このような現実的要請を反映させるため，西蒲原地区に商業
課程を設けることは十分な根拠を持つといいる。それが地区青少年の生活主運
命を考えた教育の場となり，真の社会的笑態からの要請でもあると判断される
からである。しかしそうした職業課程を新設しても，果して予想通り生徒を収
容することが可能であらうか。よしんば予想以J二に可能であっても，将来産業
界のパエック等で打撃をうけた場合運営上支障を来ナような事態が生れはしま
いか。さらに卒業生の就職を考えると，歴史ある学校と伍して卒業生を笑社会
に伶寵づけるこ之の困難さも想像に難くないであられこれらの危棋はいずれ
ももっともなことであるが，より大きな教育の佼命の前には克服されない問題
ではない。それよりも新該課程がどのような形で設けられることが望ましいか
に問題があるのであるまいか。その方向として総合制を強化した形とするか，
あるいは新設するかは，直接的には財政を伴い，地元負担等と関連するので，
行政当局の判断にまつべきである。
。主4) ・高等学校に関する調査[C昭和32.3，図立教育研究所〉結論のlll<普通教
育と生活への教育>C7201{)参照。
・日本教育の構造，小川太郎警の<教育はどのような日本人をつくったか>
の項参照4
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(会) 総合制巻高校をめぐる問題一一総合高校の当面する問題
巻高校は二つの課程からなる総合高校であるがr このような高等学校は県下
でも相当数に上っている。それら総合高校の学校運営をめぐって様々の苦心を
みることができる。特に，歴史ある普通課程の高等学校に，戦後の学制改革に
ょうて家庭課程が設置されたが，初期の段階において，生徒収容に困難者ピ感じ
生みの悩みを味わい続ける学校が多かったことであり，男女共学の普濡課程と
併置の学校においては2 今もなおそうした傾向の残っている学校もあるのであ
る。巻高校においてもそうした経過を辿っていることは1.20表で見る通りであ
る。 このよ うな困難さはいろいろの要因が重なりあって出てきたことは確かで
あるが，その根本に職業課程劣視の風潮が禍いしている事実をあげねばなるま
い。家庭課程に入る者は，普通課程入学者よりも低位にみられる傾向のあった
ことは事実であり，それは男女共学制の学校においてより顕著であったことも
否めない事実である。そうした試練を経ながらもすでに相当数の卒業生を送り
出している。それら卒業生の動向については5節でもふれ，また第三部の県下
六地区高校立地条件の考察の頃で、も所々にふれてあるが，特に被眼課程につい
ては，この課程が職業掛程として，実際の社会的必要に適合しているかどうか
に問題を践しているようである。これを卒業生の就織という観点からみれば，
専門的，技術的に教義を生かしうる職場 〈下レスメ F カー)に就職する考は割
合に少しまたこの課程卒業程度では洋裁専門の職業人とはなり得ない実情に
ある。とすると，女子の特性に立脚して優良な家庭の一員を育成することと同
時に，男女平等の原理にたって女子の家庭的活動の中に専門的訓練を認めたこ
とになるが，技術的にはこの諜麗卒業だけでは職業人となり難いとするなら
ば，職業的教義の面で配慮の必要があるのであるまいか。われわれはいまここ
で家庭課程の性格論を展開しようとする意図はない。こうした課程を併置して
いる総合制が当面している問題，しかもそれは意識的に回避することのできな
い世論の前に立たされている現実を直視したいからでみる。
総合制の真の意義は，二つの課程(いくつでもよい〉が形式的に同一校舎の・
中に共存しているという表面的な形だけのものであってはならないであらう。
総合制をとっている多くの学校がここに問題をもっているとすれば，それはー
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1.20表 巻高校(彼服課程〕受験者，入学許可者の推移
よぐ 守~ 検 者 入学許可者 入学許可率女 m・ 女 計 女 計
2 6 48 48 48 48 100.0 
2 7 38 38 38 38 100.0 100.0 
:! 8 46 46 48 48 191.8 191.3 
2 9 69 69 49 49 71.0 71.0 I 
.5 0 35 35 47 47 184-.9 184.9 I 
3 1 54 54 52 52 96.9 98.3 
.'1 2 63 63 51 51 11.0 
般教養と職業的教義との有機的関連の可能性の上に立って，学校選営が考えら
れているかどうかの体制の問題が大さいのでなからうか。施設設備や職員組織
を有機的に活用できる体制にあるこ之はもちろんのこと，職業科の生徒に対し
て学習の意欲を向上させ，明るい学校生活をさせ得るのは，教員，施設設備が
より魅力的なものであり，そして日々の学習効果が固にみえたものになるよう
充笑されることが望まれる。もしこうした諸条件がととのわず形だけの総合制
にとどまるならば，総合制の巡命は世論の前に屈するような事態を招来するや
も図りがたい。
次に総合制が当然考えねばならぬ問題に地域社会との関連がある。とくに職
業課程が，地域の要望を取入れ教育的に解決するため強力な突践活動を推進す
ることは欠くことのできない要翼であらう。特に家庭課程の如く家政学や生活
科学に重量づく学習の展開にはく知識よりもはたらきを重視する>教育運営が望
まれるいそれには身近かな問題を取上げることがより効果的となるわけであ
る。後にかかげる表は，巻高校被服課程の教育を地域の必要に即応させるた
め，凶繍服地区の主婦を対象として，当研究所が巻高校と協カして笑施した衣
生活の実態調査のー郊であるが，この種教育の参考のため資料としてのせるこ
とにする。
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(5) 勤労青年の教育編成について
全日常IJ高校および各課程の問題と表裏をなす重要な課題が勤労青少年の教育
問題であることはいまさら多言を要しない。それは，全日制高校進学者以外の
恵まれない青少年を受入れるということだけではなしあくまでも彼等の生活
実態を菱、本としその現実的必要や要求に即応して，勤労青少年教育の本質に立
脚した主体的な教育が考えられなければならないからで、ある。
西蒲原地区における寓校段階年齢青少年は金青少年の61.2%に及んでいる
(1.1 0図参照)。そのうち定時制高校進学者は5%に過ぎず，義務教育のまま
放置されている青少年は.在町村勤労青少年の半数以上にのぼるものと予想さ
れるのである (1.15表参照)。とれ等青少年の教育については.すでに巻農業
高校定時制の本校ならびに四つの分校によって定時制教育が行われており，都
下金町村71の青年学級で3737名に及ぶ学級生を収容して(昭和32.5現在〉勤労
青少年教育が展開されている。その他各種学校，技能者養成施設p 公共職業補
導所r 和，洋裁の私塾等それぞれの目的に応じた教育機関で、相当数教育をうけ
ているのであるが.これを高校段階年齢青少年で‘まとめてみると大凡次のよう
1.14図 高校段階年齢背少年の動態
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な想定がたされる (1.10図
を基本とし，1.15表等から
算定しfこ〉 。すなわちF 金
日制高校進学者が22.8%，
中学校卒業後直ちに離村し
てい〈者が16%.残余61.2
%の在村勤労青少年のうち
定時制に5%.青年学級約
10%，各種教育約8%.そ
の他の教育機関参加者約3
Zをみて，半数以上の35.2
%v主義務教育を隈りに全く
教育の機会に恵まれない青
少年kいうことになるわけ
である。
ここで教育対象者の性絡をはっきりさせるため，まず1.23表および1.15図を
みてみたい。表は巻高校生徒の家庭の職業であり，図は，それら生徒の家庭の
職ー業の割合を昭和25.10国勢調査の結果になる郡内産業大分類別一般世帯の割
合と比較したものであるが，全日制巻高校進学者が郡内におけるいわゆるイ γ
1 .23~安 巻高校生徒の家庭の職業昭和29:30.ヨl年3月卒業生の合計
政林業漁 業工鉱業商 業会F品護¥時!;lil女;|言|女:Iil女お|女:Iil女
普通(ゾ 35711210180.391i Z31i 1 
11 33 31 38 47 76 110 131311281i 261 
z‘15.91 8.8i 0.2i 0.1 0.11 2，5 2.4 2.9 8.4 5.8 8.4 10.11 9.8i 19.9 
被服 (、人ノ。~6数 -1 27 71 - -1 31 4ラ一 -122.5
33! 31 
5.8 一 25.8 一 -137.8 
計 {人%数 351210lm 31 1 45 47 76 141 1331 1281 306 2.4' 14.61 9.5 0.21 0.1 0.1 2.3[ 2.2 8.1 3.3 5.8 9.9 9.41 90i 21.4 
21.5 0.4 7.8 18.5 39.8 
定刻¥と別 無
不 !羽 £thヨh 言十
;12|女;li|女;l jl女|計-
普通{人%数 9 18 21 6 19 21 266 483 0.7 1，J，. 1.8 0.5 1.5 1.8 20.3 36.9 
被服(ザ
9 一 1 
7.5 0.8 
計 (ザ
9 18 .'30 6 19 22 266 
0.1 1.3j 2.1 0.4 1.3 1.5 18.6 33.81 47‘6 
4.0 3.2 100‘。
1.15図 四時1原郡における産業大分類別一般一弘-併と
をi'iJi校在学生徒の家路の職業との割合の比較
東..t本.漁 鉱ー エ 窃サ霊季
世帯数 ZB'ØJ:B磁調子:::.::.217:(主主.~.弓:~悶
家庭矧業務務豹尚i機対N欄~
話
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1.3101 
100‘。
120. 
100.0 
1，430 
100.0 
テり層の家庭を中心として進学している事情が明瞭でおり，農家子弟も二，三:
男女が大多数である事実を知ることができる。
イ定時 制教育
ところが定時制課程進学者はこれと逆の事情にある。 1.24表によると，定時
制全進学者中74.2%が農家出身であり， そのうち総領の数は32.7%に過ぎない
から，全体の50%が農家二， ・三男女でしめられていることになる。したがっ
て，西蒲原地区における主として定時制普通課程の使命が，卒業生の動向を併今
せ考えることによって，農家二p 三男の農業離脱の機会を与えるような性格を
もっていることがこの一事でもうなづけるのであって，20%余に及ぶ，一，三:
次産業出身子弟の教育とともに，都市生活者を予想した教育運営が望まれるゆ
えんである。
1.24表 巻農業高校定時制在校生の家の職業 くaB30.5現在〉
よケ|軸!自 |哨 F|喜一 1.~ 1計砕業 業自 水業は術者技立芸的業的業 他
人 数 11 2 112 
うち総領の数 6 37 5 ラ7
人 数 の % 7.2 8.81 5.81 100.0 
人数に対する総額の 54.5 50.01 32.7 100.01 97.51 97.71 % -1 42.91 50.0 
」
それで、は巻農業高校定時制進学者はどのような状況にあるかを1.25表によっ
てみると，本校以外は希望する者を大体受けJ01，ており，金殺的には余紡のあ
る状態にあることがわかる。最近全国的傾向として定時制分校の統蹟合が現実
施策として行われつつあるが，ここではそのような心配はない。しかし現状で
満足すべきであらうか。それは単に入学者の多寡によって決定される問題では
ない。むしろ定時制そのもののもつ問題として解決されない限り，定時制はい
つまでたっても全日制の亜流高校の域を脱しきれないであらうし，地域青少年
にも歓迎きれる存在となるのがむつかしいのであるまいか。
その原因は，新教育の教育機会均等の原見uから生れた勤労青少年教育の場で
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2 
ある定時制が，高等学校という一つの規格によって学校自体を統制するという
事情から，其の勤労青少年教育機関としての笑を失うという矛盾をもっている
からである。そとには勤労青年という勉学対象の生活実態が，むしろ学校学蛍
形式に背反するという生活形式がみられるところにg 学校運営特に教育課程編
成ならびにこれが運用に並々ならぬ苦心と困難さがあるのであって，学校途営
の当時者がこれらの矛盾を克服するよう努力しない限り，働く青少年の教育は
本質的に解決されたとはいわれないのである。西蒲原地区定時制一特に普通課
程についてはすでにふれてきたが，ここが生きた教育の場所となるためには働
く青少守中乙は何が必要で，いかにして教育するのがよいかを再検討する必要が
あるのであるまいか。要は分校の数や配置を云々するよりも，曲り角にきてい
るといわれている定時制教育交，真に働く青少年のためのものとすることが先
決と恩われる。そのために通信教育的な家庭学習法の採用 (さらに進めば通信
教育と定時制の一元化)，短期産業教育ηため二年制を認め，修了者に単位修
得詑喜与を与え，後日復学可能を認める等の現実的持置が考慮されるべきでなか
iらうか。
1.25表 巻農業高校定時制課程の受験者入学許可者
13 
3 
7 
6 
?????
17 
7 
口青年学級
定時制とならんで勤労青少年教育に重要な役割合果しているのは，いうまで
もなく背年学級の存在であるが，西蒲原地区青年学級は71を数えr それらを教
育形態の上から大別すると二つの方向に分化しているようであるa一つは補習
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、教育的内容を多〈もった方向で，学校教育の補習をするといった意味が強く，
学校教育的要素の濃い学習活動が行われている。他は共同学習的内容のもか
で， 自主的なグループ活動を中心にして，かなり自由な学習活動が行われたい
るのである。もちろんこの両者は載然と区別されるものではなく，お互にから
みあう部商が多いのであるが，どちらの要素が強いかによって活動形態を分け
ると大体この二つになるぜそして西蒲原地区農村部では補習教育型の青年学級
が多く見られ，これが勤労青少年の教育意識と結びついて一つの問題点を構成
しているようである。すなわち，教育をうける側には義務教育を終ったらもう
教育を受けなくともよいのだという考えがちらつきく皆がそうではない)，教
育は授けられるものとの考え方が強い。一方指導者は授ける，教え込むという
意識をもち易い。いうまでもなく青年学級は，青少年の自発性に基づく学習の
機会をつくり，青少年の自主的な学習活動に重点をおくという原則の下に教育
方式が考慮されるべきで、あって，補習教育型ではこの点が陸路となるしその
底に流れているものに問題があるといえよろ。しかし補習教育が頭から悪いと
いうのではもちろんない。
また，すでに指摘したかうに，農村には大きく三つの生活形態をもっ青少年-
層が存去し，青年学級ではとくに農業自営青少年と抱え込み青少年が大きな目
標となるこ之はいうまでもない。そこに生活実態にかなう教育み式をうちた
て，彼等のそれぞれの要望に応えるこ之は至難の問題といわざるをえない。い
きおい現に農業に従事しているという事実で，自営青少年も抱え込み青少年も
一丸とした画一的学校教育形態が行われるという事実を生んでいるのであっ，
て，育ー 年学扱のもついろいろの悩み党露畏しているともうけとれるのである。
しかし学校教育形態では定時制高校にも劣るであろうことは明らかでありi
これを推進するのならば，教育の機会均等の立場から g 定時制高校の拡充強化"
によってその運営の妙を発揮し〉 これらの学級をも吸収すべきではなかろう
か。したがって青年学叡は，学校教育では果しえない機能を発揮して独自の使;
命を果すべきであって，これによって青年学級一社会教育の発展を期すること
が当然の道と考えられるのである。
次に1.26衰をみると，農家出身在村二，三男女の農業従事者と二r 三次産業
従事者 (商工青少年〉との聞に大きなズレが見られ，これが西蒲原地区勤労青‘
- 54-
少年教育に有力な示唆を与えている。すなわち，抱え込み二，三男女は男女と
ーも約半数が2町以上の経営規模農家出身者でしめられ 3分の2が1.5町以上
であって，家計的には恵まれた青少年が多いということであり，父兄や青少年
の自覚次第で教育の網の中へ入りうる有利な位置にあるとみられるからであ
る。定時制や青年学級がこうした青少年に無関心でおられるはずはない。そし
て西諜原地区勤労青少年教育振興のかぎはこの層を吸収するか否かにかかって
いると思われるのである。
1.26表 西蒲原郡下10巾学校区における農家出身在町村二r 三男女の
経営規模別農業従事者および2.3次産業従事者
?
〈注〉 ・ 勤労青少年の教育編成に関する突態~l査による数(紀要13$星 第5絹参照〕
• 10中学校区，昭幸12ふ27.28.29年度卒業生の調査数(昭和3)，1.30日調査〕
一方商工青少年をみると， 1町以下あるいは1.5町以下が農業従事者と逆の
関係で多数をしめている。おそらく生活のために働きに出ざるをえない立場に
ある青少年層と思われるが，こうした青少年の教育はまず職場，職域で考えら
れることが望ましい。しかし/J、企業就職者が圧倒的に多いことを考えると，職
場，職域独自の教育は望むべくもないc これは国家的r 社会的課題といえる
し，将来共通の職種や工場等の横の広がりを合体しての共同的教育施設が真剣
に考えられ，実現されるべきであろう。社会教育審議会が女都大臣の諮問に答
えも I青年学組の改善方策についてJ答申した中にも，開設者および実施機
関については会社，工場，都道府県にまで範囲を広げるよう提案しているのも
この閣の事f奮を物語っている。
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ハ産業技術教育について
勤労青少年教育で特に不十分なのは産業技術の面である之いわれている。施
設なく，経費なく， λ 〈指導者〉をえない無い無いづくしの青年学級などで，
産業技術教育の深化拡充を望むことは，水によって魚を求めるの類に属するか
もしれないが，科学技術教育の振興策がかけ声の時代から}l見しようとしている
現在，勤労青ー少年にこの種教育の強化を現実施策とすることは当然といわねば
ならなし、。教育の理想をする全人教育の立場からも J r頭 「心一 「手」の教
育を必民とし，我が国の普通教育では「頭」と「心」の教育に中心がおかれて
「手4の教育一技術の教育ーを軽視しがちで為った。学校教育で技術教育が取
上げられても. I実業教育J I職業教育」の名のもとに，学校卒業後すぐに就
職するものにおこなう職業準備であるといった考え方が，社会一般の道念とし
て存在してきた。
社会教育審議会の「青年学級の改等方策についてーの答申ではr 青年学級の
教育内谷について，職業技術に重点をおき，コース制を採用すべきことをのべ
ている。そのための学習時聞を300時聞を下らない程度に高め.夜間学寄を昼
間学習に切り替え教育効果を高めるとともに，コース修得の証明をして修了者
の社会的地位の確立をはかるべきであると強調している。このような示唆はむ
しろ遅きに失しているのではあるがま?年年学級の画期的改普がこうしたことか
ら実を結ぶよう祈らないではおられない。同時に労働省の提唱する「職業練方
案」や各極学校制度と関連して，これら各種の教育機関で習得した技能につい
て，検定制度を拡大し，それらが社会的に評価されるようになることが望まれ
る。
西蒲原地区における青少年の産業技術教育は，第ーに農業自営青少年のため
に開かれるべきであり，その際，巻i操業高校が巾核的存在となって2 農業教育
農業技術の浸透をはかるべきであると同時に，農業高校卒業者が卒先して青年
学級，四Hクラブ等のり{グー之して，つねに学校側との交流を~まかることが
望ましい。現に昭和初年5月より「西楠原地区青少年育成協議会Jがr 巻農業
高校を中心として各町村および農業関係機関協力のもとに発足し，主として長
期農事講習会，青少年クラブ幹部講習会.青少年実験発表会等を実施するとと
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もにr 学校開放講座，青年学級えの協力等活発なものがあるが，学校の凪i設設
備の充笑と相まって，地域農業のセングーとなることが期待されている。
青年学級がこれらとタイアップして自主的な学習意欲をもり上げるには，社
会人之して成人の域に達した勤労青年(主として20才以上〉を恥心として運営
される青年学級と，職業技術や社会人としての教養を，実際生活の状況に応じ
てできるだけ吸収すべを成人に達しない青少年に，教育の機会を技f.洪する意味
での青年学蔽が，色分けされて運営されることが現実的な問題となるであろ
う。また女子の生活技術教育については，女子青年は農業従事者で、あれ，商工
従事者といわず，将来は何れかの家庭婦・人として生活することは間遣いないこ
とであって，家庭生活者としての教義を身につけることは重要なことである。
ポこだその教義とは必ずしも料理zお花r裁縫ばかりではない。むしろ家庭と社
会主の連関之いった広い視野からの，現代社会の家庭生活に処していける主婦
をこそ望みたい。彼女等の第一ーの人生が，家庭と社会との関連l乞目を聞き，そ
の見地から家庭の笑際生活を処理するようになって行くならば，家庭生存号の改
警も期して待つべきものがあるであろう。
第二に抱え込み二，三男女や商工青少年を対象とする問題であるが，とくに
抱え込み二ー三男の産業技術教育は，就職生活安定ということときり離して
考えることはできない。しかも笑際的な面において，青年学級の職業教育によ
ってどれだけ就職の問題が解決されるであろうか。青年学級が与えうる産業
教育は質量ともに今日の労働市場の歓迎するような程度の高いものにはなり得
ないものと恩われる。しかし.そうだからといって悲観し投げ出すには及ばな
い。現に彼等は農村に生活し農業に従事しているのであるから，それ等青少年
中こ対して行われる教育方式がなければならぬ。例えば身近かな生活に回をそそ
いでも問題はいくらでもあるはずでえる。同じ農具の取扱いをするにも，機悼
の構造的な把鐘もできるであろう し，それらの原理的な取扱いによってー殻機
械への道もひらけてくるわけである。また家庭電イヒの問題を通じても近代化さ
れた工場ーなどへの理解に導くことは可能であるまいか。何も現在の仕事と縁の
ない突ぴな産業技術をやらねばならねとする理由はないのであって，現存ーの生
活や仕事を通して，二，三次産業の世界の理解を得させることが可能となるの
てである。ただ，そうしたものに満足できず，専門化された技術を求めるものの
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ためには，それに相応した施設が~求されるので、あるまいか。ここに，いくつ
かの青年学級が共同で使用できる実験実習訓練施設の整備が考えられ，学校，
会社，工場等の施設利用が促進される必要がある。さらに望むならば，郡内に
職業補導施設がもうけられs 機株 自動車整備等に青少年を収容しうるなら
ば，地区青少年の要望に必ずや応えうるであろう。
なお，これらの勤労青少年教育については，紀要句集s 第五舗にものベてゐ
るので併せて読まれることをお願いしたい。
9.結 論
西蒲原地区における高校中心の総合的教育編成を，現におかれている教育機
闘を中心に考察してきたが，これを要約するならば次のような内容となる。
(1) 地区の課程の種類からみて綴諜課程に弱さがあることが明らかであり，し
かも青少年がどういう生活者となっているかという基本的観点からみて，
くこれはとりもなおさず最も具体的な地域の要望を具現じている之もみられ
.るわ 全日制商業課程の設置が望ましいこと。
工業課程については，既有施設の増強.あるいは既有校に新設課程を併置
するなりして，農村地域の青少年にもp より教育の機会を与えるような措置
が望ましいこと。
(幼 単作農業地帯にあって12年の歴史をもっ巻農業高校は，現に被義者養成の
機詑が自営者養~以上の使命となっているがz 将来地区農業の中心センター
としての使命を強化するとともに，自営者養成に重点を指向すべきではない
ヵ、ということ。
(3) 全日制巻高授は， 普通課程と被服課程の総合制高校で，県下にこのような
形ばかりの総合制が多いのであるが3 この運営には特別の配慮が望ましいこ
と。
倒勤労青少年のための教育機関として，定時制，青年学級などがあるが，そ
のうち定時制普通課程については，農家二，三男の農業離脱の機会を与える
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ような機能的性格が濃く，商工青少年との混在において，都市的性格を濃化
する必要があるであらうこと。さらにr 定時制の分校配置く例えば新設など〉
を云々するよりも，曲り角にきているといわれている定時制の運営を，勤労
青少年の生活実態や必要にマッチさせるよう配慮されることが刻下の課題で
はないかということ。
(5) 膏少学献については，青年学級のもつ特質を生かし，担自な教育方式で進
むべきであって， いたずらに学校教育方式の真似事に終始すべきでないこ
と。今後産業技術教育が本格的に取上げられ振興されねばならないこと。
10.結 び
以上で西蒲原地区における高校中心の総合的教育編成についで， 一応の構想
主輪郭をえがいてきたわけであるが，もともとこうした試みは2 近代社会に適
応した計画として，その現実性と課題性の上に位置づけられなければならない
性格をもっている。われわれもそうした観点から，できるだけ客観的はあくの
jこにたって展開をはかるよう心がけたのではあるが，西蒲原地区という15万郡
民を背景と した比較的まとまりのある小地域を対象としたため，局地的，孤立
的に偏したので‘はないかということと，計画そのものが最終的にはデスクプラ
ンに終るのではないかとのそしりをうけるかもしれない。しかし，教育の問題
は，達成されることを希望するとL、う状態のまますておかれずに，到達するこ
とが可能な問題として指摘されていくことを望むものである。われわれは，で
きるだけ西蒲原地区の現実と課題をしっかりふんまい，それをどう変えていく
かというプロセスを指向すベく努力をしたが，結果的には十分満足のいくもの
'とはならなかった。ただr 西*lj原郡民の福祉と今後の発展が教育にかかってい
るとの認識を基本とし，根本的には
1.地域の特性に応じて，地域全般の生産性の向上を図ることに結ばれ，郡民
の生活およひ、文化の水準を高めることはもちろん
2.県または国の産業の発展之連携を保ちつつ人材養成がなされるべきである
乙2こ
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のτ7_場から.現にある教育機関の充実を指向するとともに，新しいものをもい
がえたわけである。これらは総合的な見地から漫然と考えられるべきではな
しあくまでも高校中心の総合的教育編成として，郡の能力に適合した堅実で・
充点的なものとなる必要があろう。たどそうした方向は，郡内為政者2 識者，
学校教師，社会教育関係者などの限られた範匝の努力だけて'なく，広〈郡民の
啓蒙と協力によらねば達成されるべくもない。われわれのこうした一室!が契機
となって，西蒲原郡内教育がいくらかでも推進され，ひいては新潟県教育の前
進にも妓分の寄与ができれば幸でおる。
この研究に参加した者は次の通りである。
新潟県立教育研究所 所長補佐 板谷越 陽 Jーι・JA ， 
" 所 n ~t 阪 成 平
(現新tI土日校教頭〉
" 所 民 武 B暴 ?事
" 所 民 大 竹 大
._ 
" 所 ~ 英 fミ ft 次
" 所 fl. ヌド 間 忍、
本絹の執筆を担当じた者 東 宝ミ -武 次
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西蒲原地区女子 (16才以上〉の被服作成能力その他の調査
この調査は昭和31年2月，新潟以教育研究所が研究協力校巻高等学校ならび
に西蒲原地区小 ・中学校の↑tJ，力によって， 郡内から抽出された農村家庭の主婦
41人に調査票記入を依頼し，346人の方々から回答して頂いた (回収率84.2
5百〉結果の集計である。抽出は農家の主婦だけでなく商，ヱつとめ人などの家
庭主揖も相当入ラている。
1.西蒲原地区農村家庭主婦の被服作成能力への要望調査
イ子供の衣服
猿望品目|肌ズポゾ| 女児似 I~ラゥ受|したぎ獄 | ねまき|和 服
学歴 A I 14% I 61I 1I 4I 42I 81
'1 B I S5% I 81I 5 I 84I 46 I 74
Oiっa 古学照らんのAは|自制文学校野I制高校以上卒業の主婦，Bはその他の主婦
をあらわす。
b 数字は作成能力を身につけたいとしみ要望者を%であらわしたものでそ
の基礎となたっ人数はA36名.B310名である。以下の表も同じである。
ロ大 人 物(洋裁)
要望品目 同詞口12fELlJy!?あlLil空会長125
B|;!:iflJ|;IJ|;|:;!;1; 学歴 A1 
人大人物(和裁〉
y歴 ;121:i:|;|1:|:;|
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2.西蒲原地区農村家庭主婦の被服作成能力の調査
ご肌名と¥へ¥ 年間… 一掃買ったりした衣服 の作成能力の比較ふだん芦 ~L.~.lv，~J 
た覇重別家庭でたJしE枚量Z←産をZ量の-当敏7 aとbの比 礎人 蕗の 人く引 と数 警他と数
な のな
作成人当 a I b つ 卒主つ
校 牧? 写会 略目白
2Mu 8l 11 手L 児 nfl. 1.6 1.0 62 38 ヤ|I R 0.8 1.1 43 57 250 
字 3 学選制175g 0.3 1.3 19 81 242 17 8 0.2 1.3 14 86 242 11 5ハ
明ラし
児 sR 0.6 1.1 36 6，(. .'280 25 11注、J
すこ ぎ 類 05 1.5 26 71，. 8.'25 39 25の
の 6 が L、 と 0.03 '0.22 10 90 825 8 s人数
7 ノT -:J "r てず 0.2 0.06 73 27 8:25 31 15 と
民|
同
不明 8 ひ と え 0.7 0.1 87 825 1，.5 じ
|服| 9 あわせ，綿入れ 1.2 0.2 88 825 
}，5 
10 はお0・そで・なし・憎んてん 0.6 0.05 93 825 }，3 
裁 11 したぎ類くじ9ばん〉 0.2 0.1 75 1，.1 
1 う オフ よぎ 0.2 0.1 53 邑39 19 11 
婦 2 ス す1 一 0.2 0.2 1，.1 839 39 16 
3 ス ボ 、J 0之 0.2 50 839 88 11 
4 フ@ ブ ウ ス 0，'2 0.2 1，.4 839 86 10 
5 ワヅピース 0.1 0.1 .58 839 21，. 8 
が LV冬用 0.01 0.1 839 3 1 
とうロ春秋JFl 0.01 0.04 839 B I 
7 しずこぎ類 0.3 0.7 839 与 18 
λI I~ ズボ 0.1 0.6 92 593 4 
l裁l男 9…… 0.1 0.8 89 593 1，.1・'7・ヵィキンシャツ
の 10 うわぎ(イせびろ 0.01 0.1 95 593 
。
世~"'"ンパー 0.02 0.2 94 593 1 
[子 11 したぎ芸員 0.2 1.3 88 595 16 
|衣 時 (イひとえ 0.2 0.1 ~~I I ~~I 除 制 61，. 1，.3 
和II~溺 12 ロ あむぜ続入れ 0.4 0.1 871 131 839 61 1，.5 
13 1.$，' ~・"でなL・ 11んてん 0.3 0.1 86 J.!， 839 56 1，.3 
14 お び 0.1 0.04 68 82 8:39 1，.7 37 
15 長じゅばん 0.1 0.02 78 2$1 839 47 32 
|裁l人I16 ::Jート ・かくまき 0.04 0.1 .43 57 839 8 5 
17 し Tこ ぎ 類 0.4 0.3 53 47 839 47 39 
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作 一年聞に作ったり i学歴>.IIJにみた主婦
~ 買ったりした衣服 句作成能力の比絞
自尊 ふだん i~I d A 1 B C 
衣 入 事臨で作rAた一人τ当a枚致万jt 1 lb --J一一一法た 同庫被聖枝紙書以 ヒーi後そ締法た匁IJ 言E幹芝事基士 aとbの比 礎人 の務書Z存t主の 礎人
阪 (Jの と数 ま桝|  と数
な な
名 成当 日a 1l u n つ つ
18 長沼jイひとえ O.可 0・11 831 17 ラ93， 471 401 
B和男 I、]:l I)""It軒入札 (U 1 o:i 1 801 14 593， 471 40; 
19 はお0・をでないはんtん 0.2 l 0.031 871 191 5931 4.41 89 
大正O お び 0.051 0.1 1 431 571 5931 .2Rj 1Z2 
人 21 長じゅばん 0.1 1 0，01 851 151 5931 471 20 
のー紋(下 22 は か ま 0.011 0.01 481 541 5931 111 1 
I I 23 守 Y ト・とんび 0.031 0.031 481 541 5931 91 1 
衣
sT!. ま'25たんぜん 0.11 0.021 821 18 1、4321 .m 82 
ね 24 パジャマ 0.11 0.031 71 29 593 ヰ 8 
き 26 和llJf1.ねまき 0.1 1 0.02 88 14 1，43.2 95 
C 1 1そジベ 0.8I 0.2 82 18 839 471 48 
2 うわぎ 0.61 0.2 1 721 28 593 281 82 
仕 3 7t ポシ 0.2 1 0.，¥ 1 971 89 593 99 18 
事 4かっぽうぎ・ェプロシ 0.1 i 0.2 1 441 58 839 49 29 
童子 ラのらぎ fイ上 0.3 1 0.051 871 18 1司4321 280 S4 
Lロ下 0.2 1 0.~51 841 181 1，432l 251 29 
きI1 セータートデガ~ 1 0.1 1 0.2 1 43j 57 2，2571 991 18 
D _ 2 チヲッキ ・そでなし 0.041 0.031 561 441 2，2571 911 9 
1る 3 したぎ 0・051 0・051 52j 48 2，2ラ71 221 8 
震iも 4 子供月!ケープ O伯 0.071 351 85， 2501 61 2 
の 5 毛糸はおり 0.021 0.031 4.21 58i 8391 81 2 
21Im1 6 子供用ズポ~ 1 0.3 ω 471 250 μ 5 
手ぎ'ド、:'18 えりまき 0.01 0.051 181 821 2.2571 911 8 
'も下つ 8 手ぶ く ろ 0.041 0.2 1 171 881 2，2571 811 11 
のけ 9 く つ 下 0.051 0.3 1 141 881 2，257 吋
のもる 10 ぼ う し 0.011 0:071 181 841 2，571 11 41 I 
く注〉 ・このような初査は何時に柏崎常事Z高校学|実である柏崎市および刈羽郡でも
同校の協)Jのもとに災施した。
・その結果については同校が昭和31年11月に文部省産業教育研究f肯定校とし
ての研究会で発表した。く地域の必要に即応する教育課程の研究>の中に
も袋録されている。
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